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１．実施計画とは 

総合計画は、将来に向けた門真市のまちづくりを総合的、

計画的に進めるために、また限られた財源を有効に活用す

るために、中長期的展望と広域的な視点をもって、市のま

ちづくりへの意思を明らかにするものであり、基本構想、

基本計画、実施計画の三層構造により構成されています。 

このうち実施計画は、基本構想に示された本市の目指す

べき将来像の実現に向けて基本計画で明らかにされた基

本的な施策のうち、市が実施する事業について、財源的な

裏づけをもち、事業実施の指針とする計画として公表する

ものです。 

 

 

２．計画期間 

実施計画の計画期間は３年間を基本とし、各年度の進捗

状況を点検し、財政状況をふまえたうえで 1年ごとの見直

し（ローリング方式）により改訂するものです。 

なお、平成 31（2019）年度は第５次総合計画の期間の最

終年度であるため、平成 31（2019）年度実施計画は１年間

の計画としています。 

 

３．実施計画の構成 

第５次総合計画では、目指すべきまちの将来像を「人・ま

ち“元気”体感都市 門真」として掲げており、この将来像

を実現するため、右図の６つのまちづくりの基本目標に向か

って体系的、計画的にまちづくりを進めていきます。 

 実施計画は、この６つの基本目標を達成するため、計画期

間内に取り組む事業を施策体系別に分類し、事業概要や年度

予算、行政評価（施策評価・事務事業評価）結果を踏まえた

最終的な市としての事業の実施方針及び次年度、次々年度の

事業の方向性を示すとともに、計画の進行管理及び評価を行

うため、主な実施施策における成果目標を表す指標を掲載し

ています。 

 

 

総合計画の構成 
 

基本計画 

行政各分野の諸施策の方針と

めざすべき指標などを総合的、体

系的に明らかにするものです。 

実施計画 

基本計画における諸施策の効果的な

実施に向けた財政的裏づけを有した事業

実施の指針とするものです。 

基本構想 

まちづくりの基本理念と

将来都市像及び基本目標

を明らかにするものです。 

総合計画の期間 
 平成 22 年度 

2010 年度 

平成 31 年度 

2019 年度 

基本構想（10 年間） 

基本計画（10 年間） 

実施計画（３年間） 
以後、３年毎の実

施計画を策定 実施計画（３年間） 

実施計画（３年間） 

 

基本目標－１ 

 

みんなの協働でつくる 

地域力のあるまち 

基本目標－４ 

 

いきいきと人が輝く 

文化薫るまち 

基本目標－５ 

 

健やかな笑顔あふれる 

支え合いのまち 

基本目標－６ 

 

環境と調和し、産業が栄える 

活力のあるまち 

協協協   働働働   
基本目標－３ 

 

安全・安心で快適に暮らせる 

明るいまち 

 

基本目標－２ 

 

将来を担う子どもが育つ 

教育力のあるまち 
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４．実施計画に掲載する事業 

実施計画の計画期間中に実施する事業のうち、実施計画に掲載する事業は、事務事業評価をはじめ施

策評価、進行管理を行っていく際の基礎となる事業です。したがって下の①②に該当するものを掲載し

ています。 

① 市が主体となって実施する新規事業、拡充事業、継続事業のうち主要な事業 

② 国・府・民間などが実施する事業のうち本市のまちづくりや市民生活に重要な意義を持ち、市

と協力や協働して推進すべき事業 

５．実施計画の進行管理 

実施計画に掲げる事務事業を効率的かつ効果的に進めるため、また計画期間中の社会経済情勢や市民

ニーズの変化に柔軟に対応していくため、「計画(Plan)」→「実行(Do)」→「評価(Check)」→「改善(Act)」

のサイクルを取り入れた「都市経営マネジメントシステム」を運用します。 

なお、「評価(Check)」では、それぞれの施策や事業の進行管理を行うべく、行政評価（施策評価・事

務事業評価）を実施し、毎年度における施策や事業の進捗状況等を点検するとともに、取り組むべき課

題を抽出し、施策や事業の見直しに反映させていましたが、平成 31（2019）年度は第５次総合計画の期

間の最終年度であるため、実施計画の進行管理としての行政評価は実施しません。 

本市の PDCA(計画・実行・評価・改善)サイクルのイメージ図 
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６．重点的に取り組む視点と課題 

第５次総合計画では、わがまち門真がめざす将来の姿である「人・まち“元気”体感都市 門真」を

実現するため、６つのまちづくりの基本目標をふまえながら、市民と市役所みんなで手を携えながら重

点的に取り組む３つの視点と課題を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この３つの重点的に取り組む視点と課題は、本市の将来像の実現に向け、重点的に取り組むべき分野

と位置づけられています。 

 重点課題の解決に必要な事業は、協働を基本ベースとして、分野横断的に事業を展開するなど、総合

的な視点から持続可能なまちづくりを推進するため、予算の重点（優先）配分を行います。 

 

 

人・まち“元気”体感都市 門真 
 

生きる力を育てる オンリーワンの 

まちづくり 

持続可能な 

都 市 経 営 

市市民民・・議議会会・・市市役役所所

みみんんななでで手手をを携携ええ、、

「「公公民民協協働働」」ののももととにに

実実現現  

重点的に取り組む視点と課題（持続可能なまちづくりへ） 

心心豊豊かかででたたくくまましし

いい子子どどももががいいっっぱぱ

いいいいるるままちちををつつくくるる 

市市民民のの誇誇りりににつつなな

ががるる都都市市イイメメーージジ

をを形形成成すするる  

次次代代にに夢夢ああるる門門真真

をを引引きき継継ぐぐ  

 

 

 



   ※この表の内容は実際のものとは異なります。

1)広報紙・ホームページの充実

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

32,800件
（平成21年７月）

90,564件 100,000件 123,000件

1 1 1 1 1 － 0 0 1

2 1 1 1 1 － 0 1 6

（注意事項）

※４　　事業として実施しているものの、事業内容により予算を必要としない場合は「０」、事業そのものを実施していない場合は
「－」と表しています。

※３　　予算は、左側の事業を遂行するために必要な経費を表しています。なお、各事業の予算は、30年度と31年度の当初予算書
に計上された額を掲載しています。（予算は、原則として職員の人件費を除く歳出経費を示しており、補正予算等により予算額が変
わっている場合があります）。

3,677

子育て支援課

※１　　達成度を測る指標の中の「市民の評価点」については、「20年度末（基準年）」に平成21年１月から２月にかけて実施した「門
真市第５次総合計画策定にかかる市民意識調査」、及び「29年度末（実績）」に平成29年11月から平成29年12月にかけて実施した
「門真市市民意識調査」における５段階評価での回答結果を平均した値を入れています。満足度は「満足」を５、「やや満足」を４、
「普通」を３、「やや不満」を２、「不満」を１としています。

現状維持

行政情報の提供を図るため、市ホームページの運営を行います。
市民の皆さんにとって分かりやすく、安心して情報が得られるホームペー
ジを目指して、スマートフォンによる閲覧や、大規模災害時に対応できる
よう、市ホームページをリニューアルします。

北部地域の子育て支援拠点として、未就学児及びその保護者の交流、子
育てについての相談、情報提供等を行います。

ホームページのアクセス月間件数

手法改善

事業の実施方針

秘書広報課

25,038

事   業
担当課
事業コード

（当初）31年度
事業概要

※５　　29年度実施事業に対する30年度事務事業評価（担当課評価・「市民ご意見番」評価・担当部局による最終評価）の結果を踏
まえ、事業計画策定及び予算編成を経て、31年度における最終的な市としての事業の実施方針を「現状維持」・「拡大改善」・「手法
改善」・「縮小改善」・「事業統合」の５種類で表しています。意図的な結果によらずに対象範囲が増減する場合や、公共整備事業に
ついて事業目的やスケジュールに変更がない場合は、事業費が増減する場合においても「現状維持」としています。なお、31年度
からの新規事業については「－」と表しています。

予算

(当初）30年度

3,032

７．表の見方

※２　　「20年度末（基準年）」と「31年度末（目標）」は、「第５次総合計画（改定版）」に掲載されている指標の値を示しており、「29年
度末（実績）」と「30年度末（見込み）」には、平成31年２月下旬時点で判明している値を入れています。また、「20年度末（基準年）」
に新設とあるものは、平成26年度に実施した「第５次総合計画」の中間見直しにより新たに設定したものを示します。なお、事業あ
るいはアンケート等による調査を実施していない場合は「－」としています。

ホームページ運営事業

◆地域子育て支援センター
運営事業

13,740

達成度を測る指標

第５次総合計画（改定版）の基本目標の達成に
向けた指標を記載しています。※１、２

実績の計上については
下記（※２）を参照して
下さい。

平成31年２月下旬時点で判明している値
を表しています。

主な実施施策を実行していく際に評価
対象となる事業・担当課・コードを表し
ています。
（複数の項目で掲載している事業には
◆マークをつけています。）

１０年後の目標値を表
します。※２

事業のあらましについ
て記載しています。 事業に要する予算を千円単位で表しています。

※３、４

事業コードは、ハイフン
の左側が施策体系にお
ける位置、右側が各施
策における通番を示し
ています。

行政評価結果を踏まえた31年
度における最終的な市としての
事業の実施方針を表していま
す。※５

－4－



20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

32,800件
（平成21年７月）

90,564件 100,000件 123,000件

新設 85.1% 87.3% 90%

事   業

担当課

事業コード

1 1 1 1 1 － 0 0 1

1 1 1 1 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.45／５段階評価 2.74 2.73 4.00

新設 ６件 12件 10件

新設
20.0%

(8機関/40機関)
16.7%

（8機関/48機関）
70%

事   業

担当課

事業コード

1 1 1 1 2 － 0 0 1

1 1 1 1 2 － 0 0 3

ホームページのアクセス月間件数

現状維持

８．まちづくり基本目標別実施計画

（当初）30年度

1) 広報紙・ホームページの充実

（当初）31年度

達成度を測る指標

「広報かどま」を読んでいる人の割合

事業の実施方針

予算

市政に市民意見が十分に反映されていること（市民の評価点）

◆ホームページ等運営
事業

魅力発信課

3,6773,032 手法改善

魅力発信課

達成度を測る指標

16,629

公募市民が参加する会議（附属機関）の割合

2) 広聴活動の充実

広報紙発行事業

（当初）31年度

パブリックコメントにおいて提出された意見数の１件当たりの平均

行政情報の提供を図るため、市ホームページの運営を行います。
市民の皆さんにとって分かりやすく、安心して情報が得られるホームペー
ジを目指して、スマートフォンによる閲覧や、大規模災害時に対応できる
よう、市ホームページをリニューアルします。
また、ツイッターなどのSNSを活用することにより、より積極的に市政情報
や市の魅力を発信するとともに、緊急時の情報伝達手段の充実を図りま
す。

0

現状維持

0

4,883

市民相談事業

広聴事業

現状維持地域政策課

地域政策課

4,873

行政情報の提供を図るため、広報紙を発行します。また、公募により市
民特派員を任命するなど、地域に密着した情報を掲載し、より市民の皆
さんに身近な広報紙の発行をめざします。

市民や団体から提出される要望書に対する回答を行うほか、懇談を希望
するもの場合は、関係課と調整して実施するなど、市に対する問合せや
苦情等全般に対応します。

市民が抱える問題や悩みに対応するため、交通事故相談・法律相談を
はじめとする各種市民相談を行います。

21,637

第１章　みんなの協働でつくる地域力のあるまち

第１節　市民のまちづくりへの参画を促す環境をつくります

１　市政の情報を共有し、みんなの市政への関心を高める環境をつくります

(1) 広報・広聴活動の充実

【取組の方向】
　広報紙やホームページを読みやすくするとともに、ＩＣＴ（情報通信技術）環境を整備し、行政情報の公開や発信を推進します。ま
た、市政評価など市民の意見を聞く機会を充実するとともに、みんなが市政の情報を共有し、市政への関心を高める環境をつくり
ます。

【施策の体系】

事業概要

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

広報紙・ホームページの充実

広聴活動の充実

情報公開の推進

多様な情報伝達手段の活用

市政の情報を共有し、みんなの市政へ

の関心を高める環境をつくります

広報・広聴活動の充実

行政情報の積極的な提供
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.64／５段階評価 2.83 2.86 4.00

2.97／５段階評価 3.16 3.14 4.00

新設 53.3% 56.6% 70%

事   業

担当課

事業コード

1 1 1 2 1 － 0 0 1

1 1 1 2 1 － 0 0 2

1 1 1 2 1 － 0 0 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 750件 1,200件 1,050件

2.77／５段階評価 2.78 2.79 4.00

事   業

担当課

事業コード

1 1 1 1 1 － 0 0 1

1 1 1 2 2 － 0 0 2

1 1 1 2 2 － 0 0 4

1 1 1 2 2 – 0 0 7

1 1 1 2 2 – 0 0 8

1 1 1 2 2 – 0 0 9

魅力発信課

イメージキャラクター活用
事業

24,430 15,142 現状維持

5,130 現状維持

ふるさと納税推進事業
ふるさと納税を推進して本市の魅力を全国へ発信することにより、本市の
認知度向上、市内産業の振興、歳入の増加を図ります。

門真市イメージキャラクターの元祖招き猫「ガラスケ」がより多くの市民の
皆さんに親しまれ、地域の活性化につながるよう市内・外のイベントに出
演します。

本市の人口動態を社会増へと転じるほか、本市の認知度や市民の地域
参加意欲を向上させるため、本市独自のシティプロモーションを推進しま
す。魅力発信課

シティプロモーション推進
事業

756

総務課

議会情報公開推進事業

現状維持

6,409

インターネットやＣＡＴＶなどを活用した行政情報を提供できるしくみができていること（市民
の評価点）

情報公開推進事業

5,097

魅力発信課

魅力発信課
13,049 13,137

7,906 現状維持

現状維持

2) 多様な情報伝達手段の活用

258 現状維持256

行政の情報が適切に市民へ提供されていること（市民の評価点）

(2)行政情報の積極的な提供

広報紙などで広報・広聴活動が十分なされていること（市民の評価点）

1) 情報公開の推進

（当初）31年度

「議会だより」を読んでいる人の割合

達成度を測る指標

11,514

議会事務局

330

魅力発信課

地域における重要な情報伝達手段である市広報板の維持管理や設置を
行います。

◆ホームページ等運営
事業

開かれた市政を実現するため、実施機関が保有する各種行政情報の公
開を推進します。

災害時の緊急情報や日頃の行政情報の提供を図るため、FMハナコで門
真市に関する番組を放送します。

（当初）31年度

市公式ツイッターのフォロワー数

統計書作成事業

管財統計課

7,017

本市の各種統計情報をまとめるために、統計資料を収集し、統計書とし
て公表します。

市民の議会と市政への関心・理解を高めるため、本会議や委員会での
審議・審査内容等を記載した「議会だより」を全戸配布するとともに、迅速
性にすぐれたインターネットを活用し、市ホームページで本会議の録画中
継を行います。

行政情報の提供を図るため、市ホームページの運営を行います。
市民の皆さんにとって分かりやすく、安心して情報が得られるホームペー
ジを目指して、スマートフォンによる閲覧や、大規模災害時に対応できる
よう、市ホームページをリニューアルします。
また、ツイッターなどのSNSを活用することにより、より積極的に市政情報
や市の魅力を発信するとともに、緊急時の情報伝達手段の充実を図りま
す。

3,032 3,677

魅力発信課

143

達成度を測る指標

ＦＭコミュニティ放送活用
事業

現状維持

手法改善

現状維持

広報板設置事業

564

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

未制定 制定済 制定済 （制定済）

93% 76% 74% 94%

新設 35.4% 40.1% 40%

新設 29.8% 32.3% 40%

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.87／５段階評価 2.83 2.90 4.00

７小学校区 13小学校区 13小学校区 拡充

新設 - - 120人

新設 0箇所 0箇所 ４箇所

新設 2箇所 2箇所 ６箇所

事   業

担当課

事業コード

1 1 2 1 2 － 0 0 1

1 1 2 1 2 － 0 0 2

1 1 2 1 2 － 0 0 3

1 1 2 1 2 － 0 0 4

地域活性化まちづくり推
進補助事業

校区門真まつり補助事
業

5,762

1,512

達成度を測る指標

２　市民が主役となって活躍できる舞台をつくります

「校区門真まつり」の実施小学校区数

自治会活動や市民活動が活性化するような環境ができていること（市民の評価点）

自治会の加入率

自治基本条例の制定

達成度を測る指標

2) コミュニティ活動の支援

「（仮称）地域協働センター」の設置数

地域会議の設立数

【施策の体系】

(1) 自治活動の活性化

【取組の方向】

　「自分たちのまちは、自分たちで守り、育てる」というコミュニティ意識の醸成や地域会議活動等への支援を強化し、合わせて、

ボランティア活動の促進やコミュニティビジネスの推進を図り、市民活動組織の育成や支援などを行い、市民が主役となって活躍

できる舞台をつくります。

地域や市民活動を通じてつながりが強い地域と感じる人の割合

コミュニティビジネスに関するセミナー等への年間参加者数

市役所が地域・市民活動を活性化するために努力していると感じている人の割合

（当初）31年度

現状維持

現状維持

文化・自治振興課

地域の活性化の促進を図るため、自治連合会、校区自治会が行う地域
活性化事業に対して、補助金を交付します。

地域の連帯感の高揚、コミュニティ活動の活性化を図るため、小学校区
単位で門真まつりを実施する団体に対して、補助金を交付します。

コミュニティ意識の醸成を図るため、地域の振興及び行政協力を行う自
治会に対して、行政協力支援金を交付します。

地域文化の向上及び福祉の増進を図るため、自治会館の建設等を行う
自治会に対して、自治会館建設等事業補助金の交付または建設資金の
貸し付けを行います。
また、平成30年６月18日に発生した大阪府北部地震を受け、建築指導課
が向島自治会館の調査を行ったところ、軒裏及び外壁の外装材の一部
におおきなひび割れがあり、落下の恐れがあること、また旧耐震建築物
であるので、要注意の判定だったため、自治会館を安全に利用できるよ
うにするため、実施設計及び取壊しを行います。

1,352文化・自治振興課

自治会館建設支援事業

文化・自治振興課

1) コミュニティ意識の醸成

（当初）30年度

6,286

現状維持

文化・自治振興課

6,502

行政協力支援事業

6,502

25,788

6,408

現状維持

事業概要

予算

事業の実施方針

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

コミュニティ意識の醸成

コミュニティ活動の支援

ボランティア・市民活動組織の育成

市民公益活動の活性化

市民が主役となって活躍できる舞台を
つくります

自治活動の活性化

市民公益活動の促進
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事   業

担当課

事業コード

1 1 2 1 2 － 0 0 5

1 1 2 1 2 － 0 0 8

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

27.7% 36.2% 30.0% 60%

26団体 32団体 38団体 35団体

新設 20.8% 26.9% 50%

新設 18.9% 25.2% 30%

新設 111人（延べ） 61人 200人

事   業

担当課

事業コード

1 1 2 2 1 － 0 0 1

1 1 2 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

１団体 ７団体 ４団体 ５団体

未実施 制度化済 制度化済 （制度化済）

事   業

担当課

事業コード

1 1 2 2 2 － 0 0 1

1 1 2 2 2 － 0 0 4

12,796 手法改善

協働によるまちづくり人材バンクの登録者数

縮小改善

達成度を測る指標

地域の活動に今後参加したいと考えている市民の割合

門真市自治基本条例第16条に規定する、中学校区単位を原則とした地
域の課題解決に向け、協働推進に取り組む組織である「地域会議」への
財政支援等を行います。
また、全庁的に市職員が地域に出向き市民との信頼関係を構築すること
を目的に、現在行っている「門真市自治基本条例出前講座」を発展的に
改めるとともに、各課が個別に実施している各種の出前講座について可
視化（メニュー化）を行い、市民が利用しやすい内容とするため、実施要
綱等を策定し制度化を図ります。
また、地域活動に関心のある市民等を協働の担い手として「協働による
まちづくり人材バンク」に登録し、活動の場を広げることで、協働によるま
ちづくりの推進を図ります。

地域政策課

事業概要

予算

（当初）30年度 （当初）31年度

17,712

（当初）30年度

達成度を測る指標

（当初）31年度

市内に主たる事務所を置くＮＰＯの法人数

現状維持

1,001地域政策課

地域政策課
863

事業の実施方針

(2) 市民公益活動の促進

1) ボランティア・市民活動組織の育成

門真の市民まつり実施
事業

文化・自治振興課

自治基本条例推進事業

15,597

ボランティアや市民活動への取組みが盛んなまちだと感じている人の割合

ＮＰＯ設立支援事業

市民公益活動支援セン
ター運営事業

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針

7,000 7,000 現状維持

ＮＰＯ法人等の自発性と創意工夫を誘発し、公民協働を促進することで、
多様な市民ニーズに対応するため、市民公益活動事業補助金を交付し
ます。

ボランティアポイント制度を導入し、福祉分野等で必要とされている手助
け等多様なボランティア活動のさらなる誘発と連携を促します。

（当初）31年度

地域政策課

ＮＰＯ助成金の提供団体数

16,217

公募型市民提案事業の制度化

ＮＰＯやボランティア活動に参加している人の割合

市民公益活動事業補助
事業

2,378

1,301

2) 市民公益活動の活性化

全世代の市民のふるさと意識を育み、わがまち門真に愛着と誇りを持て
るよう市・市民・企業等が一体となり門真市を象徴する行事として発展す
べく、市民が一堂に会しての「まつり」を実施します。

公民協働の推進を図るため、ＮＰＯ法人の初動期に活動支援事業交付
金を交付します。

市民等が営利を目的とせず、自発的かつ自主的に取り組む社会貢献活
動を支援し、行政との協働を促進することを目的として、市民公益活動支
援センターを運営します。

縮小改善

2,477

ボランティアポイント制度
事業

手法改善3,691
地域政策課
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.59／５段階評価 2.64 2.73 4.00

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.77／５段階評価 3.19 3.18 4.00

新設 60.9% 64.5% 25%

事   業

担当課

事業コード

1 2 1 1 2 － 0 0 2

1 2 1 1 2 － 0 0 3

1 2 1 1 2 － 0 0 4

1 2 1 1 2 － 0 0 5

1 2 1 1 2 － 0 0 6

現状維持

組織がわかりやすく、市民にとって利用しやすいものとなっていること（市民の評価点）

達成度を測る指標

事業概要

予算

事業の実施方針

迅速で明るく、わかりやすい窓口サービスがなされていること（市民の評価点）

2) 窓口サービスの改善

1) 組織・機構の改革

市役所職員の対応・行動が「良い」と感じている人の割合

市民課窓口フロアマネー
ジャー配置事業

南部市民サービスコー
ナー運営事業

2,871

現状維持

11,110

国民健康保険窓口フロ
アマネージャー配置事業

健康保険課

11,532

現状維持2,649

市民の利便性の向上を図るため、各種証明書等の発行、し尿処理券・粗
大ゴミ処理券・大阪府立門真スポーツセンターのプール入場引換券の販
売等を行います。

市民課の申請手続時に市民に対して、的確な案内業務を行うことにより
待ち時間の短縮など窓口サービスの改善を目的としてフロアマネー
ジャーを配置します。

国民健康保険の申請手続時に市民に対して、的確な案内業務を行うこと
により待ち時間の短縮など窓口サービスの改善を目的としてフロアマ
ネージャーを配置します。

9692

市民課

南部市民センター

管財統計課 現状維持3,235

現状維持

3,317

受付案内サービス事業

（当初）31年度

来庁者の利便性の向上を図るため、案内業務を行います。

市民の結婚・出産という生涯の大きな節目の記念として、良き思い出を
残せるよう、本市独自の婚姻届及び出生・婚姻の記念証を配布します。

オリジナル届出書・記念
証事業

市民課

2,8852,649

（当初）30年度

第２節　市民に信頼され、協働まちづくりを先導する市役所をつくります

達成度を測る指標

(1) 市役所組織の改善

１　市民とともに市政を進める市役所をつくります

【取組の方向】

　市役所の組織をスリムで効率的なものとなるよう常に改善するとともに、市民にとって利用しやすい組織体制にすることで、計

画的な行財政運営を行い、施策の進行状況が市民にも分かるように「見える化」するなど、わかりやすく、市民とともに市政を進

める市役所をつくります。

【施策の体系】

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

組織・機構の改革

窓口サービスの改善

計画的な行政施策の展開

事務執行の適正化

市民とともに市政を進める市役所をつく
ります

市役所組織の改善

計画的な執行管理
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

事務事業評価
の実施

事務事業・施策
評価の実施

事務事業・施策
評価の実施

施策・政策レベ
ルの評価及び
検証の実施

事   業

担当課

事業コード

1 2 1 2 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 3.06 3.13 3.50

事   業

担当課

事業コード

1 2 1 2 1 － 0 0 1

1 2 1 2 2 － 0 0 2

―

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

企画課
縮小改善

予算

事業の実施方針

達成度を測る指標

（当初）31年度

5,898 縮小改善

2) 事務執行の適正化

企画課

総務課

(2) 計画的な執行管理

達成度を測る指標

「市民ご意見番」による全事務事業の満足度（５段階評価）

3,120―

◆第５次総合計画進行
管理事業

◆第５次総合計画進行
管理事業

1,897

1) 計画的な行政施策の展開

「門真市第５次総合計画」の達成状況を管理します。

「門真市第５次総合計画」の達成状況を管理します。

29年度に試行的に任用している門真市行政ロイヤー（弁護士資格を有す
る者であって、市役所内で職員からの法律相談に応じる等、法的な支援
を行う者）を本格導入し、総務課に配置します。

事業概要

行政評価の実施

事業概要

（当初）30年度 （当初）31年度

5,898

行政ロイヤー配置事業

1,897
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

課長・次長級実
施

一般職の全職
員

一般職の全職
員

一般職の全職
員に拡大

第２次定員適正
化計画に基づく
適正な定数管
理

第３次定員適正
化計画に基づく
適正な定数管
理

第３次定員適正
化計画に基づく
適正な定数管
理

第３次定員適正
化計画に基づく
適正な定数管
理

新設

地域コーディネー
ターの廃止
分野別サポー
ター及び地域ア
シスタントは配置
済

分野別サポー
ター及び地域ア
シスタントは配置
済

地域コーディネー
ター、分野別サ
ポーター及び地
域アシスタントの
配置

事   業

担当課

事業コード

1 2 2 1 1 － 0 0 1

1 2 2 1 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

14.78% 0% 0% 0%

2.40／５段階評価 2.64 2.71 4.00

事   業

担当課

事業コード

1 2 2 1 2 － 0 0 5

1 2 2 1 2 － 0 0 6

現状維持

2,658

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

職員研修事業

納税課

達成度を測る指標

無駄を省いた、健全で効率的な財政運営がなされていること（市民の評価点）

2) 行財政運営の改善

3,440

現状維持6,672

連結実質赤字比率の改善

【施策の体系】

人事評価制度の実施

２　市民に信頼される効率的で効果的な市役所をつくります

職員人事評価事業

納税課

市税徴収事務事業

地域担当職員制度の確立

(1) 効率的、効果的な行政運営

市税コールセンター運営
事業

（当初）31年度

3,690

定員適正化計画に基づく適正な定数管理

達成度を測る指標

【取組の方向】

　市民の地域での暮らし、課題を知り、仕事に活かせる強い意欲を持つ職員を育てるとともに、業務を効率的に行えるよう、ＩＣＴ

化や周辺都市との連携を強化し、市役所の事務の改善や経費の抑制などにより行財政改革を進め、市民に信頼される効率的で

効果的な市役所をつくります。

3,172

（当初）31年度

現状維持
人事課

人事課

人事評価を通じ、職員の能力向上や業務に対する取組姿勢を高め、目
標管理との連携による組織目標の達成を見据えた業務遂行を促し、職
員の人材育成及び能力・業績重視の人事管理を推進します。

職員が業務を行う上で必要な知識の習得、能率および資質の向上を図
るため、人材育成基本方針に基づき策定した研修計画に沿って、職員の
職階や業務内容に応じた効果的な研修を企画し、実施します。また、必
要に応じて他の研修機関等への職員の派遣も行います。

新たな市税滞納者の発生を防ぐため、現年課税分のうち納付期限を過
ぎても納付のない納税者に対し、保険収納課及び保育幼稚園課と合同
でコールセンターを設置し、自主納付の呼びかけ等納税勧奨を行いま
す。

市税の納付を促進するため、コンビニエンスストアでの納付を可能とし、
納税者の利便性を向上し納付機会を拡充します。

事業概要

3,420

968

現状維持

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

1) 職員の人材育成と適正な人事管理

6,109

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

職員の人材育成と適正な人事管理

行財政運営の改善

 ＩＣＴ（情報通信技術）化の推進

電子行政による効率化

広域連携の推進

共同事業の拡充

効率的、効果的な行政運営

電子自治体の推進

都市間連携の強化

市民に信頼される効率的で効果的な市
役所をつくります
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事   業

担当課

事業コード

1 2 2 1 2 － 0 0 8

1 2 2 1 2 － 0 0 9

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 ― ― 達成済

未実施 一部実施 一部実施 実施

未実施 実施 実施 ―

未実施 一部実施 一部実施 実施

事   業

担当課

事業コード

1 2 2 2 1 － 0 0 1

1 2 2 2 1 - 0 0 6

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 未実施 未実施 実施

事   業

担当課

事業コード

1 2 2 2 2 - 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

19件 20件 20件 20件

事   業

担当課

事業コード

1 2 2 3 1 － 0 0 2

達成度を測る指標

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度

現状維持2,602
議会事務局

（当初）31年度

1) ＩＣＴ（情報通信技術）化の推進

保育幼稚園課

保育料コールセンター運
営事業

現状維持752

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

2) 電子行政による効率化

(3) 都市間連携の強化

保育幼稚園課

保育料コンビニ収納事業

728

7,473

共同調達・自治体クラウドの実施

達成度を測る指標

現状維持3,321

（当初）31年度

門真市議会ＩＣＴ推進事
業

2,103

7企画課

保育料の滞納者の発生を防ぐため、「もしもし案内センター」を活用して
保育料が未納である人に対し、自主的な納付の呼びかけ等を行います。

保育料の収納額の確保、収納率の向上を図るため、コンビニエンススト
アで保育料を収納できるようにし、納付機会・場所を拡大します。

本市の情報化を推進し、ＩＣＴを活用した効率的な行政事務を行うため、Ｉ
ＣＴ環境の整備・維持管理を行います。

市民の利便性向上を図るため、コンビニエンスストアにおいてマイナン
バーカード及び住民基本台帳カードを利用することで住民票の写し等を
交付できるように環境の整備を行います。

タブレット端末を活用し、議会運営の効率化及び事務の合理化を図るとともに、
市民への情報提供や市民意見の把握に努めます。

広域的な共通課題の解決を図り、市民生活の利便性を向上させるため、
大阪市及び大阪市に隣接する都市並びに北河内地域７都市間の連携に
ついて検討します。

事業概要

事業概要

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

131

電子申請システムの導入

469,757企画課

証明書コンビニ交付サー
ビス事業

465,868

ICT推進事業

(2) 電子自治体の推進

現状維持89

電子決裁の導入

電子入札の導入

総合行政情報システムのリプレース（更改）

現状維持

行政協定件数

達成度を測る指標

1) 広域連携の推進

6

広域連携推進事業

（当初）31年度

現状維持

市民課

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 269施設 269施設 270施設

事   業

担当課

事業コード

1 2 2 3 2 － 0 0 1

1 2 2 3 2 - 0 0 3

図書館

図書館
0

0

北河内地区図書館広域
利用事業

現状維持0

0 現状維持

大阪市隣接都市協議会
図書館部会連携事業

市内在住者と同一条件で利用できる他市の公共施設の数（北河内地区の各市並びに大
阪市及び大阪市に隣接する各市が運営しているもの）

達成度を測る指標

2) 共同事業の拡充

図書館の広域利用を促進し、住民相互の学習の場を拡大するため、北
河内地域７市の住民（在住・在勤・在学）の図書館利用を可能とするな
ど、広域利用を促進し、住民相互の学習の場を拡大します。

住民相互の学習の場の拡大や利用者の一層の利便性の向上を図るた
め、大阪市隣接都市協議会図書館部会において大阪市と協定を結び、
大阪市と門真市住民（在住）の相互図書館利用を可能にします。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

235人 500人 479人 400人

５箇所 ５箇所 ５箇所 ５箇所

新設 139,403件 152,500件 13,000件

新設 35.5% 34.6% 30%

事   業

担当課

事業コード

2 1 1 1 1 － 0 0 1

2 1 1 1 1 － 0 0 2

2 1 1 1 1 － 0 0 4

2 1 1 1 1 － 0 0 5

2 1 1 1 1 － 0 0 7

2 1 1 1 1 － 0 0 8

2 1 1 1 1 － 0 1 1

2 1 1 1 1 － 0 1 2

地域子育て支援事業実施箇所数

健康増進課

子育て応援ポータルサイ
ト運営事業

2,464

養育支援訪問事業

赤ちゃんの駅設置事業

ファミリー・サポート・センター登録者数

就学援助事業

現状維持

向上心を有しながら家庭の経済状況等で就学困難な高校生のために、
奨学金を支給します。

地域での子育てを支援するため、子育て中の親子が気軽に集える場や
情報を提供するとともに子育て相談、イベントを行います。

有償による子育ての援助を行う人（協力会員）が援助を必要とする人（依
頼会員）を支えるボランティア活動の拠点となるファミリー・サポート・セン
ターの運営を行います。

現状維持
子どもたちが平等に学ぶ機会を得られるよう、経済的理由で就学困難な
児童や生徒の保護者に対し就学援助を行います。

9

(1) 子育て支援環境の充実

【施策の体系】

１　子どもを健やかに育む環境をつくります

1) 子育て支援サービスの充実

子育て支援課

ファミリー・サポート・セン
ター運営事業

奨学金事業

第２章　将来を担う子どもが育つ教育力のあるまち

（当初）31年度

第１節　安心して産み、育てることができる子育て支援のまちをつくります

子育て応援ポータルサイト「すくすくかどまっ子ナビ」へのアクセス月間件数

【取組の方向】

　「門真市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、教育・保育の質の向上、量の確保に努めるなど、子育て支援環境を充実する

とともに、母子の健康づくりを支援し、子どもを健やかに産み育てることのできる環境をつくります。

558

4,019

3

2,939

4,512

211,905

現状維持

学校教育課

子育て支援課
4,432

手法改善

現状維持

現状維持

199,566

事業概要

達成度を測る指標

安心して楽しく子育てが出来る環境だと思う人の割合

518

現状維持

◆なかよし広場運営事
業

学校教育課

6,824 7,489

子育て支援課

400597

こんにちは赤ちゃん事業

子育て支援課

4,074
子育て支援課

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

養育支援が特に必要と判断された家庭に対して、養育支援訪問員がそ
の居宅を訪問し、養育に関する指導・助言を行い、その家庭の適切な養
育の実施に努めます。

子育て支援の充実のため、携帯電話やパソコンから子育ての応援のた
めの情報を容易に取得できるポータルサイトを運用します。（市ホーム
ページのリニューアルに伴い、当該事業は31年度中に市ホームページの
サブサイトとして統合される予定。）

乳幼児を抱える保護者が安心して出かける機会をつくるため、授乳、お
むつ替えができるスペースを公共施設や民間施設に設置します。

生後４ヶ月を迎える乳児のいる家庭を全戸訪問し、子育ての悩み等を傾
聴し、子育て支援マップはじめとする子育て関連の情報提供を行うととも
に、支援が必要な家庭へ早期に対応し、子どもの健全な育成環境の確
保を行います。

手法改善

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

子育て支援サービスの充実

保育サービスの充実

児童の健全育成の支援

小児医療の充実

子どもを健やかに育む環
境をつくります

子どもや母親の健康づくりの支援

子育て支援環境の充実

母子保健の充実
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事   業

担当課

事業コード

2 1 1 1 1 － 0 1 3

2 1 1 1 1 － 0 1 4

2 1 1 1 1 － 0 1 5

2 1 1 1 1 － 0 1 6

2 1 1 1 1 － 0 1 7

2 1 1 1 1 － 0 1 9

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.50／５段階評価 2.72 2.80 4.00

新設 17,153人 16,280人 28,529人

新設 17人 ７人 ０人

事   業

担当課

事業コード

2 1 1 1 2 － 0 0 6

2 1 1 1 2 － 0 0 7

2 1 1 1 2 － 0 0 8

2 1 1 1 2 － 0 1 1

2 1 1 1 2 － 0 1 2

子育て短期支援事業 保護者の疾病等により、家庭において児童を養育することが一時的に困
難となった場合及び経済的な理由により緊急一時的に母子を保護するこ
とが必要な場合等に、施設において一定期間、養育・保護を行います。

― 289 ―子育て支援課

175,831

現状維持

現状維持19,456

公立園最適化検討事業
少子化の進行や幼児教育・保育ニーズの状況を踏まえつつ、公立園の
あり方も含めた市全体の提供体制を検討し、再編を行います。

― 335 ―こども政策課

拡大改善

◆幼児教育・保育・療育
の無償化事業

保育幼稚園課

公立認定こども園運営事
業

保育幼稚園課
こども発達支援センター
障がい福祉課

94,280

3,601

（当初）31年度

（当初）31年度

拡大改善

現状維持3,419

保育幼稚園課 4,405

保育幼稚園課
現状維持

25,038

151,253

◆地域子育て支援セン
ター運営事業

拡大改善

子ども・子育てサービス
利用者支援事業

2) 保育サービスの充実

保育サービスや子育て家庭への支援が充実し、子育てしやすい環境ができていること（市
民の評価点）

子育て支援課

保育士等確保事業

94,121

13,740 現状維持

保育幼稚園課

保育幼稚園課

公立保育所運営事業

保育（２号・３号認定）に係る待機児童数（４月１日現在）

一時預かり事業の確保数

民間保育所等補助事業

保育幼稚園課

292,054 現状維持

保育定員拡充事業

128,187

237,514 272,747

達成度を測る指標

待機児童の解消に向け必要となる保育士等（認定こども園にあっては保
育教諭。幼稚園にあっては幼稚園教諭。以下同じ。）を確保するため、市
内の民間幼児教育・保育施設等が新たに採用する保育士等に対して奨
励金を支給します。

こども政策課

病児・病後児保育事業

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

保護者のニーズに応じた保育サービス、幼児（就学前）教育が提供でき
るように、適切に公立認定こども園を運営します。
また、子育て中の親子が気軽に集い、交流や相談などを行えるよう、地
域子育て支援センターの運営など、地域での子育てを支援する環境整備
を行います。

子ども・子育て支援サービス相談員（保育コンシェルジュ）を保育幼稚園
課に配置し、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及
び必要に応じ相談・助言等を行います。

公私立保育所、幼稚園、認定こども園及びこども発達支援センター等を
利用する門真市在住の５歳児、４歳児及び３歳児について、利用者負担
額を無償化します。また、公私立保育所、認定こども園を利用する門真
市在住の２号認定児童について、副食費を無償化します。

北部地域の子育て支援拠点として、未就学児及びその保護者の交流、
子育てについての相談、情報提供等を行います。

民間保育所等における保育サービスを充実させるため、民間保育所等
の運営、延長保育事業、一時預かり事業に対する補助金を交付します。

保護者のニーズに応じた保育サービスが提供できるように、施設改修等
も含め適切に公立保育園を運営します。

保育所等に預けることが困難な病気や病気回復期の児童を病院・保育
所等に併設された施設で保育することにより、保護者の子育て支援の拡
充を図ります。

「門真市子ども・子育て支援事業計画」に基づく保育供給数を確保するた
め、保育定員の拡充を実施する民間保育園等の事業者の施設整備に対
する補助金を交付することにより、計画的な保育定員の拡充を実施しま
す。

1,000

1,199,737

358,820

10,558
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 36.3% 38.6% 30%

事   業

担当課

事業コード

2 1 1 1 3 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

90% 91.6% 89.8% 95%

事   業

担当課

事業コード

2 1 1 2 1 － 0 0 1

2 1 1 2 1 － 0 0 2

2 1 1 2 1 － 0 0 4

2 1 1 2 1 － 0 0 8

2 1 1 2 1 － 0 0 9

2 1 1 2 1 － 0 1 0

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

78.6% 88.7% 88.3% 83%

事   業

担当課

事業コード

5 2 2 2 2 - 0 0 1

健康増進課 現状維持

健康増進課

10,036

389,316

現状維持
身体の発育が未熟なまま生まれ、入院養育を必要とする未熟児に対し
て、指定養育医療機関において養育に必要な医療の給付を行います。

こどもの健全な育成に寄与するとともに、児童福祉の向上を図るため、
「こども医療助成事業」として、18歳到達後最初の年度末までのこどもに
かかる医療費の一部を助成します。

妊娠期から子育て期における切れ目ない支援体制を構築するため、利
用者支援事業（母子保健型）及び産前・産後サポート事業を実施するとと
もに、平成31年度より、子育て世代包括支援センターを設置し、子育て支
援課と一体的に相談支援を実施します。
また、平成31年度より、産後間もない支援の必要な母子に対して、産後
ケア（ショートステイ・デイサービス）事業を実施します。

（当初）31年度

こども政策課

こども政策課

達成度を測る指標

達成度を測る指標

346,624 拡大改善

（当初）31年度

(2) 母子保健の充実

現状維持

達成度を測る指標

放課後児童クラブ運営
事業

1) 子どもや母親の健康づくりの支援

93,745

健康増進課

乳幼児健康診査事業

22,027

現状維持

2) 小児医療の充実

現状維持

9,990

11,607

夜間の小児急病患者の受診機会を確保するため、北河内夜間救急セン
ターを通じた夜間における救急診療を行います。また、二次救急医療機
関が適切に運営されるよう関係機関との連携に努めます。

健康増進課

０歳から小学校６年生まででかかりつけ医を持っている人の割合

妊婦の方々の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊婦
健康診査受診費用の一部及び妊婦歯科健康診査にかかる費用を助成
します。

乳幼児の健康増進を図るため、４か月児、１歳６か月児、３歳６か月児等
を対象に、身体計測や診察、育児に関する相談等を行います。

事業概要

妊娠・出産包括支援事
業

3) 児童の健全育成の支援

子どもが健やかに育つことの出来る環境であると感じている人の割合

現状維持

子育て支援課

（当初）31年度

21,418

各種乳幼児健康診査や相談等において子どもの発達を促し、親の育児
不安の軽減を図るため、必要であろうと認められる親子に対して集団で
の保育の場をとおして適切な指導、助言を行うため、親子教室を実施し
ます。

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

妊婦健康診査公費負担
事業

乳幼児健診率（４ヶ月児健診）

292,953

100,468

89
健康増進課

育児サポートセンター門
真親子教室事業

90

放課後における児童の健全育成を図るため、全小学校において放課後
児童クラブの運営を行います。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

8,602

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

未熟児養育医療給付事
業

こども医療助成事業

8,572

4,826

415,764

◆救急医療協議会事業

拡大改善
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 36団体 36団体 25団体

事   業

担当課

事業コード

2 1 2 1 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 ６人 7人 ８人

事   業

担当課

事業コード

2 1 2 1 2 － 0 0 1

2 1 2 1 2 － 0 0 3

２　子どもを安心して、楽しく育てる家庭や地域をつくります

現状維持

現状維持

こども政策課
105,036103,294

11,996

高等職業訓練促進給付金の給付人数

28,890

（当初）31年度

要保護児童連絡調整会議における連携する組織及び構成団体の数

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

達成度を測る指標

ひとり親家庭医療助成事
業

現状維持

（当初）31年度

すべての子どもが健全に育つよう様々な相談に応じた支援を家庭児童
相談センターで提供し、スーパーバイザーによる指導員のスキルアップを
行います。児童虐待の早期発見・早期援助のため関係機関等と連携し、
通告の際には近隣住民の協力も得ながら子どもの安全確認・安全確保
を行います。

ひとり親家庭の父・母・養育者及び児童に対し、生活の安定と児童の健
全育成を図るため、医療費の一部を助成します。

子育て支援課 16,038

家庭児童相談事業

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

【施策の体系】

達成度を測る指標

(1) 援助が必要な家庭の支援

20,649

事業概要

ひとり親家庭や寡婦が抱えている様々な問題に対して、母子・父子自立
支援員により適切な相談や助言を行うとともに就労に対する自立支援を
行います。

【取組の方向】

　地域の子育て力を向上させ、“親育ち”を支援するとともに、地域の中で子どもが安全でのびのびと育つ環境をつくり、子どもを

安心して、楽しく育む家庭や地域をつくります。

1) 相談体制の充実

2) ひとり親家庭などへの自立支援

子育て支援課

ひとり親自立支援事業

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

相談体制の充実

ひとり親家庭などへの自立支援

子どもの安全を守る活動の推進

子どものための遊び場の充実

地域での子育て支援ネットワークづくり

世代間交流の促進

子どもの安心な暮らしづくり

援助が必要な家庭の支援

みんなで支える子育て環境づくり

子どもを安心して、楽しく育てる家庭や
地域をつくります
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

762件 511件 960 1,000件

1,823人 786人 722人 1,400人

新設 13台 13台 15台

事   業

担当課

事業コード

2 1 2 2 1 － 0 0 1

2 1 2 2 1 － 0 0 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 160% 118% 180%

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 2 2 － 0 0 3

25,491

学校安全推進事業

社会教育課

キッズサポーターの登録者数

子どもの安全見守り事業

26,491

達成度を測る指標

学校教育課

(２) 子どもの安心な暮らしづくり

拡大改善

（当初）31年度

1,825

社会教育課

◆学校体育施設開放事
業

4,759 4,759

青色防犯パトロール対応公用車両数

2) 子どものための遊び場の充実

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

登下校時における児童の安全確保を図るため、危険箇所への交通専従
員の配置を行い、新１年生の児童に対し防犯ブザーを配付します。

登下校時における子どもの安全を確保するため、スクールガードリー
ダーやキッズサポーターによる巡回、公用車による青色防犯パトロール
等による見守り活動を行います。

児童の安全な遊び場の確保のために、小学校において校庭開放事業を
実施します。また、市民のスポーツの振興、健康の増進を図るため、小
中学校の体育施設の一般開放を行います。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

2,145

達成度を測る指標

校庭開放への参加率（のべ参加者数/全児童数）

現状維持

（当初）31年度

「子ども110番の家」協力家庭数

1) 子どもの安全を守る活動の推進

現状維持
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

９団体 17団体 17団体 15団体

事   業

担当課

事業コード

2 1 1 1 1 － 0 0 4

2 1 1 1 1 － 0 1 6

2 1 2 3 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

50件 86件 80件（見込） 80件

事   業

担当課

事業コード

2 1 2 3 2 － 0 0 1

◆地域子育て支援セン
ター運営事業

25,038 13,740 現状維持
子育て支援課

子育て支援課

（当初）31年度

◆なかよし広場運営事
業

4,512 現状維持

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

世代間交流の件数

現状維持

達成度を測る指標

学校・園における各種世
代間交流事業

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

4,432

(3) みんなで支える子育て環境づくり

達成度を測る指標

市内に主たる事務所を置く子育てＮＰＯ法人団体数

地域での子育てを支援するため、子育て中の親子が気軽に集える場や
情報を提供するとともに子育て相談、イベントを行います。

（当初）31年度

北部地域の子育て支援拠点として、未就学児及びその保護者の交流、
子育てについての相談、情報提供等を行います。

子どもの貧困対策事業

21,918

0

21,677 現状維持

学校教育課・保育幼稚園課

1) 地域での子育て支援ネットワークづくり

こども政策課

平成29年10月より、「子どもの未来応援ネットワーク事業」を実施。地域
の様々な人材に対し研修を行い、「子どもの未来応援団員」を育成するこ
とで、支援が必要な子ども及び保護者を発見し、支援へ繋げる体制を構
築するとともに、「子どもの未来応援コーディネーター」、「子どもの未来応
援推進員」及びスクールソーシャルワーカーで構成する「子どもの未来応
援チーム」を立ち上げ、学校等の教育・保育関連施設との連携や、応援
団員からの情報を元に支援内容をコーディネートし、関係機関や推進員
による支援へと繋げることで、支援を必要とする子ども及び保護者の発
見から支援の実施、見守りまでをトータルでサポートする支援体制の構
築を図ります。

世代を超えた交流を深めることを目的とし、地域の高齢者との交流会
や、園児・児童・生徒の交流事業を行います。

事業概要

2) 世代間交流の促進

0
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 ０園 5園 ５園

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 1 1 － 0 0 2

2 2 1 1 1 － 0 0 3

2 2 1 1 1 － 0 0 4

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

一部実施
全中学校区で

実施
全中学校区で

実施
継続実施

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 1 2 － 0 0 1

106

【実施の体系】

保育幼稚園課

1,970

現状維持

１　みんなで子どもの健康な心や体をつくります

2) 家庭や地域と連携した教育力の強化

1) 幼児（就学前）教育の充実

就学前教育・保育の総合的なカリキュラムに基づく教育・保育の実施施設数

1,086

(1) 子どもの教育環境の充実

達成度を測る指標

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

学校支援地域本部事業

保育幼稚園課

達成度を測る指標

第２節　心豊かでたくましい子どもを育むまちをつくります

（当初）31年度

139,320

19,836

現状維持

学校支援地域本部事業の活動状況

社会教育課

111,474 拡大改善

私立幼稚園就園奨励費
補助事業

保育幼稚園課

現状維持1,967
地域で活動する団体や地域住民が社会教育等において習得した知識や
技術の成果を学校の教育活動に活用し、地域社会全体で子どもを育む
体制づくりを推進します。

【取組の方向】

　家庭や地域、幼稚園、認定こども園、学校などが連携・協力して子どもたちの教育力を高めるとともに、学校等における保健活

動や給食を充実し、食育を進めるなど、社会全体で青少年を健やかに育み、子どもの健康な心や体をつくります。

公立幼稚園運営事業

幼稚園教育の振興を図るため、私立幼稚園の設置者が徴収する入園
料、保育料に対し園児の保護者の所得状況に応じて補助を行います。

幼稚園教育要領に則り、幼稚園教員を対象とした研修会等を実施し、幼
児教育の充実を図ります。

幼児を保育し、幼児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、その
心身の発達を助長できるように公立幼稚園を運営します。

幼児教育推進事業

（当初）31年度

17,781

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

幼児（就学前）教育の充実

家庭や地域と連携した教育力の強化

相談体制の充実

学校保健の充実

生活習慣の定着と食育の充実

青少年を健やかに育む環境づくり

青少年が活躍できる場づくり

健康な体づくり

みんなで子どもの健康な心や体をつく
ります

青少年の健全育成

子どもの教育環境の充実
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

12.7‰ 24.5‰ 25.6‰ 11‰

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 1 3 － 0 0 1

2 2 1 1 3 － 0 0 3

2 2 1 1 3 － 0 0 4

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 60% 95% 100%

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 2 1 － 0 0 1

2 2 1 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

95.7% 89.1% 89.0% 100%

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 2 2 － 0 0 1

学校教育課

達成度を測る指標

2) 生活習慣の定着と食育の充実

7,111

健康診断事業

学校教育課

学校教育課

達成度を測る指標

朝ごはんを毎日食べる子ども（小６）の割合（大阪府平均に対する本市の割合）

現状維持

現状維持

学校教育課

現状維持

(2) 健康な体づくり

学校保健委員会に保護者が参加している学校の割合

達成度を測る指標

（当初）31年度

0

子ども悩み相談サポート
事業

8,299

食に関する学習実施事
業

（当初）31年度

3,195 2,590

26,065

7,630

26,789

1) 学校保健の充実

適応指導教室等運営事
業

学校教育課

7,565

7,195

スクールアドバイザー配
置事業

学校保健事業

3) 相談体制の充実

現状維持

拡大改善

（当初）31年度

不登校児童・生徒の学校への復帰を援助するため、適応指導教室指導
員による指導・相談、不登校対策学生フレンドの配置等を行います。

学校教育に造詣が深い校長経験者３名をスクールアドバイザーとして学
校教育課に配置し、児童・生徒の問題行動等に対する保護者、市民、学
校からの教育相談に対応します。また、学校が学力向上に向けた課題解
決と授業改善の取組を推進できるよう、支援を行います。

いじめ、不登校・暴力行為等の問題行動の課題解決を図るため、教育セ
ンター内に子どもサポートチームを配置し、児童・生徒やその保護者等か
らの悩みの相談に応じるとともに、学校と連携し、ケース会議を開き対応
します。

児童・生徒の心身の健康の維持を図るため、学校保健備品の整備、各
種学校環境衛生検査を実施するとともに、門真市学校保健会活動を通じ
て、学校保健の向上を図ります。

児童・生徒の健康状態を把握し、日常の健康管理を行うため、学校保健
安全法に基づく各種健康診断等を行います。

児童・生徒が、食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身につけ、食を
通じて豊かな人間性の育成を図ることができるよう、栄養教諭を中心に
食に関する学習を行います。

不登校児童・生徒数（千人率）

0

事業概要

学校教育課

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

8,458

現状維持

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

未設置 設置 設置 設置

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 3 1 － 0 0 2

2 2 1 3 1 － 0 0 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

30.5% 41.0% 41.9% 50%

事   業

担当課

事業コード

2 2 1 3 2 － 0 0 2

2 2 1 3 2 － 0 0 3

(3) 青少年の健全育成

達成度を測る指標

1) 青少年を健やかに育む環境づくり

現状維持

青少年社会環境整備事
業

1,561

現状維持

社会教育課

人権女性政策課

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

（当初）31年度

101

1,555 現状維持

社会を明るくする運動門
真市実施委員会補助事
業

達成度を測る指標

成人祭事業

2) 青少年が活躍できる場づくり

「青少年の主張」の参加率

（当初）31年度

社会教育課 縮小改善

4,324805社会教育課

88204

青少年の主張事業

101

青少年指導員が青少年の保護育成と地域力の向上を図るため校区パト
ロール等を通じて街頭指導や啓発活動を行います。

少年の非行防止や更生の援助を図るため、「社会を明るくする運動」門
真市実施委員会が行う啓発事業に対して、補助金を交付します。

新成人のお祝い及び大人としての自覚と行動を促すため、成人祭プロ
ジェクトの支援を行います。

青少年の健全な育成を図るため、日常生活の中での心からの思いや考
え、感銘を受けたことなどを自分自身の言葉でまとめ、発表する機会とな
る「青少年の主張」を開催します。

事業概要

事業概要

少年補導センターの設置
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

43% 70% 70% 80%

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 1 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

57% 100% - 90%

新設
小学校：86.8％
中学校：88.1％

小学校：89.8％
中学校：89.8％

小学校：100%
中学校：100%

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 1 2 － 0 0 2

2 2 2 1 2 － 0 0 4

2 2 2 1 2 － 0 0 6

2 2 2 1 2 － 0 0 7

1) 優れた教職員の育成

63,709

学校教育課

0 事業統合

一貫教育推進プラン実
施事業

学校教育課

(1) 児童・生徒の確かな学力の育成

生徒の自発的な発言や活動を大切にした授業を行っている学校比率（中学校）

達成度を測る指標

（当初）31年度

4,827 現状維持

研究授業実施延べ人数比率（各校平均）

【施策の体系】

【取組の方向】

　優れた教職員の育成や子どもの学習習慣の定着などにより、子どもの基礎学力の向上を図るとともに、創造性や社会性を育む

教育や学校施設を充実し、地域、保護者との連携を深めながら、子どもの学びの意欲を育む学校をつくります。

達成度を測る指標

教職員研修事業

幼児・児童・生徒の学びや生活の連続性を確保するために就学前から義
務教育修了までの一貫した教育をめざします。

児童生徒の学力向上及び情報モラルの向上を図るため、わかりやすく魅
力ある授業のための教職員情報機器活用研修を行います。

現状維持

全国学力・学習状況調査における全国平均正答率に対する門真市平均正答率の割合
（門真市平均/全国平均）

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

3,481

0

学校教育課

情報教育推進事業

1,296

学力調査推進事業

1,8911,975

学校教育課

手法改善

きめ細かな指導を実現
する環境づくり事業

児童の学力向上のため、すべての小学校３～５年生を対象に独自の学
力調査を実施し、学力の実態を把握・分析し、授業改善につなげます。学校教育課

2) わかる授業の推進

56,744

（当初）31年度

1,308

現状維持

２　子どもの学びの意欲を育む学校をつくります

教職員の資質向上を図るため、教育センターにおいて市立幼稚園・小学
校・中学校教職員に対して研修を行います。また、各校園での研究授業
や公開授業を進めます。

事業概要

小学校５・６年中学校１年において、少人数学級編制等を実施することに
より、きめ細かな指導を行うため、国・府の教職員定数に加えて、市費負
担任期付教員を配置します。
また、「チーム学校」を推進し、子どもたちに確かな学力や生きる力を育
むため、門真市内の公立小・中学校に対し、市独自の学校サポートス
タッフを配置します。

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

優れた教職員の育成

わかる授業の推進

特別支援教育の充実

自ら学ぶ力の育成

特色ある学校づくり

人権教育の推進

豊かな心や人間関係を築く力を育む教育の推進

学校規模の適正化

校舎などの耐震化

学校施設・設備の充実

創造性や社会性を育む学校教育の推
進

子どもの学びの意欲を育む学校をつく
ります

学校施設の充実

児童・生徒の確かな学力の育成
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

23%
（平成21年度）

100% 100% 100%

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 1 3 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 全校実施 全校実施 継続実施

新設 8,126人 5,587人 7,000人

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 1 4 － 0 0 1

2 2 2 1 4 － 0 0 2

2 2 2 1 4 － 0 0 3

2 2 2 1 4 － 0 0 4

2 2 2 1 4 － 0 0 5

「まなび舎Youth」事業

「かどま土曜自学自習室
サタスタ」事業

4,265

学校図書館司書配置事
業

社会教育課

学校教育課

中学生放課後学習支援
Ｋadoma塾事業

サタスタ事業の実施校数

「まなび舎Kids」事業

4,262

1,365

個別の教育支援計画作成率（通常学級在籍）

現状維持

現状維持

達成度を測る指標

学校教育課
31,568

学校教育課

社会教育課

1,251

現状維持

達成度を測る指標

31,663

特別支援教育推進・看
護師配置事業

現状維持

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

予算

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度

4) 自ら学ぶ力の育成

まなび舎Kidsの年間延べ参加人数

縮小改善

（当初）31年度

3) 特別支援教育の充実

13,612

3,721

13,864

1,867

3,748

現状維持

1,839

障がいのある児童・生徒等の教育の充実を図るため、介助員や支援教
育支援員、看護師等を配置し、また、巡回相談業務や教職員研修等を行
います。

生徒の学習習慣の定着と学力の向上を図るため、放課後の中学校内に
大学生や地域ボランティア等のサポートによる自習室を開設します。

児童の学習習慣の定着と学力の向上を図るため、放課後の小学校内に
大学生や地域ボランティア等のサポートによる自習室を開設します。

児童・生徒の安心安全な居場所づくりと学習習慣の定着を図るため、土
曜日の小中学校において、大学生・地域ボランティア等のサポートによる
自習室を開設します。

専任の学校司書を概ね２校に１名配置し、学校の司書教諭および図書
担当者と連携して、図書・資料の貸出・返却、簡易レファレンス、読み聞
かせ（小学校）、配架・配列整備、蔵書点検、製本作業などを行います。

学ぶ意欲と能力が高いにもかかわらず、経済的な理由や家庭の事情に
より、家庭での学習が難しい生徒に対して、学習塾を活用した学習支援
を行います。

事業概要

事業概要

学校教育課
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 41.7% 31.8% 25%

新設 35.5% 32.7% 70%

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 2 1 － 0 0 3

2 2 2 2 1 － 0 0 4

2 2 2 2 1 － 0 0 6

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 14校実施 14校実施 全校実施

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 2 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

道徳教育推進
教師会議の立
ち上げ

小・中20校にお
いて公開授業
や研修等を実
施

小・中20校にお
いて公開授業
や研修等を実
施

道徳教育授業
の全校実施

　新設 21冊 25冊 30冊

現状維持

9,336

研究指定校・教育課程
研究活動事業

達成度を測る指標

公立小中学校の教育内容や学校施設等が良いと感じている人の割合

各校における人権問題に係る研究授業の実施

小学校・中学校の学校図書館の一人当たりの年間貸出点数

3) 豊かな心や人間関係を築く力を育む教育の推進

予算

学校教育課

2)人権教育の推進

29,820学校教育課 30,213

2,860

学校教育課

◆人権教育推進支援事
業

260

「ようこそ門真へ」国際交
流事業

263

（当初）30年度

2,980

英語指導員配置事業

達成度を測る指標

道徳教育の充実

現状維持

現状維持

事業の実施方針事業概要

9,243

学校教育課
現状維持

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度

1) 特色ある学校づくり

教育活動の活性化を図るため、小・中学校において、指導方法の工夫改
善等、優れた特色ある教育研究活動を行う学校を教育研究指定校として
指定し、研究会の実施やその研究集録の作成等に対して補助を行いま
す。また、研究指定校以外の学校には特色ある教育課程編成を支援す
るための補助を行います。

児童・生徒の英語力・コミュニケーション力を高めるため、小・中学校等に
NET（外国人英語講師）・外国語活動支援員を配置します。

門真市と世界を舞台に活躍するグローカルな人材を育成するために、市
内小中学校に海外からの修学旅行生を迎え交流会を実施します。

人権問題に関する理解の促進を図るため、人権教育の推進事業を行う
協議会に対する補助金の交付、研修会の開催、また、渡日児童・生徒に
対する日本語習得のための支援等を行います。

予算

事業概要

「中学校英語プレゼンテーションコンテスト」の参加率

(2) 創造性や社会性を育む学校教育の推進

達成度を測る指標

（当初）31年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

86% 80% 70% 100%

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 3 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

33.7% 100% 100% （達成済）

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

小学校６校
中学校６校

小学校全校
中学校全校

小学校全校
中学校全校

小学校全校
中学校全校

事   業

担当課

事業コード

2 2 2 3 3 － 0 0 2

2 2 2 3 3 － 0 0 3

0

新JIS規格の机・椅子の整備校数

小・中学校施設耐震化率

達成度を測る指標

79,629 拡大改善46,565

(3)　学校施設の充実

達成度を測る指標

1) 学校規模の適正化

3) 学校施設・設備の充実

学校適正配置推進事業

1,204

現状維持
生徒が楽しく充実した学校生活が送れるよう、中学校施設・設備等の改
修及び維持管理を行い教育環境の改善を図ります。

（当初）30年度

教育総務課

71,720

小学校施設整備事業

中学校施設整備事業

教育総務課

（当初）31年度

拡大改善

教育総務課

適正規模の学校の割合

2) 校舎などの耐震化

予算

事業の実施方針

予算

児童・生徒のより良い教育環境の整備・充実を図るため、門真市学校適
正配置審議会の答申に基づき、学校の統合・校区再編を行います。

児童が楽しく充実した学校生活が送れるよう、小学校施設・設備等の改
修及び維持管理を行い教育環境の改善を図ります。

事業概要

事業概要

（当初）31年度

66,212

達成度を測る指標

事業の実施方針
（当初）30年度
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１　犯罪や事故がないまちをつくります

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.37／５段階評価 2.54 2.62 3.50

新設 254台 314台 200台

事   業

担当課

事業コード

3 1 1 1 1 － 0 0 1

3 1 1 1 1 － 0 0 3

3 1 1 1 1 － 0 0 4

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 70.7% 79.1% 99.3%

事   業

担当課

事業コード

3 1 1 1 2 － 0 0 1

3 1 1 1 2 － 0 0 4

3 1 1 1 2 － 0 0 5

現状維持

更生保護事業

公園防犯カメラ設置事業

達成度を測る指標

2) 明るいまちづくり

第３章　安全・安心で快適に暮らせる明るいまち

2,820

（当初）31年度

【取組の方向】

　犯罪や交通事故、悪質な販売方法や契約トラブルなどについて、注意を呼びかけ、見守りを強化するとともに、事故の危険があ

る場所を改善し、犯罪や事故がないまちをつくります。

犯罪などに巻き込まれない安心できる環境ができていること（市民の評価点）

1) 防犯思想の普及・啓発と地域の自主防犯活動の育成

272

文化・自治振興課

防犯カメラの設置台数

275

(1) 防犯対策

犯罪のない明るい門真市の実現を図るため、門真市防犯協議会が行う
啓発事業等に対して、補助金を交付します。

罪を犯した人たちの改善更生と犯罪や非行のない明るい地域社会の実
現のため、地区保護司会が行う更生保護活動等に対して、補助金を交
付します。

【施策の体系】

第１節　安全で安心な暮らしを育む明るいまちをつくります

門真市防犯協議会補助
事業

2,820

地域の防犯に資するため、自治会等が設置した防犯灯に係る電気料金
に対して、補助金を交付します。

文化・自治振興課

文化・自治振興課

現状維持1,611

現状維持

土木課

拡大改善

街頭犯罪の防止を図るため、自治会が設置する防犯灯のLED化及びＬＥ
Ｄ防犯灯の新設事業に対して、補助金を交付します。

（当初）31年度

LED型防犯灯の設置率

9,233 現状維持

17,847

現状維持3,803

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

防犯灯電気料金補助事
業

14,237

文化・自治振興課
8,894

防犯カメラ設置促進事業

人権女性政策課

公園防犯カメラの設置を行うことで、公園内における犯罪の発生と近隣
住民の被害を未然に防ぐよう努めます。

1,641

5,415

防犯灯ＬＥＤ化補助事業

「門真市防犯対策アクションプラン」に基づき、市・警察・地域が連携し、
リース契約による新規防犯カメラの効果的な設置を実施してきましたが、
平成30年度末をもって計画が終了します。
しかし、さらなる防犯カメラ増設の要望書が門真警察署・門真市自治連
合会などから提出され、要望数が約100基あるため、アクションプランの
改訂及び新規防犯カメラの設置を行います。

達成度を測る指標

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

防犯思想の普及・啓発と地域の自主防犯活動の育成

明るいまちづくり

交通安全意識の高揚

交通安全のための環境づくり

消費者意識の高揚

消費者保護対策

犯罪や事故がないまちをつくります

消費生活対策

交通安全対策

防犯対策
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

９校 13校 13校 全校

13回 12回 12回 18回

事   業

担当課

事業コード

3 1 1 2 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

785件 467件 531件 550件

新設 40件 41件 30件

新設 159件 187件 190件

事   業

担当課

事業コード

3 1 1 2 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

２回 ２回 ２回 ２回

６回 30回 30回 24回

事   業

担当課

事業コード

3 1 1 3 1 － 0 0 1

3 1 1 3 1 － 0 0 4

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

86.1% 89.0% 92.8% 92%

事   業

担当課

事業コード

3 1 1 3 2 － 0 0 2

(2) 交通安全対策

2) 交通安全のための環境づくり

達成度を測る指標

(3) 消費生活対策

文化・自治振興課

351

（当初）31年度

2) 消費者保護対策

達成度を測る指標

消費者相談解決率

（当初）31年度

現状維持

交通安全施設整備事業

21,289

課題別出前講座の年間開催回数

事業概要

土木課

1) 消費者意識の高揚

現状維持

250

19,725

文化・自治振興課

現状維持

現状維持1,175

消費生活相談事業

文化・自治振興課

22,361

消費者団体育成事業

消費者月間啓発事業

消費生活講座の年間開催回数

交通事故年間発生件数

（当初）31年度

1) 交通安全意識の高揚

491 現状維持
地域整備課

上記のうち歩行者の交通事故の件数

こども自転車運転免許証交付講習会の開催校数

25,889

250

交通安全対策事業

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

達成度を測る指標

上記のうち自転車の交通事故の件数

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

交通事故を減らし、道路を安全に安心して通行できるよう、道路反射鏡
や道路照明灯等の設置・取替及び歩道の段差改良等、交通安全施設等
の整備を行います。

交通安全講習会の年間開催回数

（当初）31年度

471

達成度を測る指標

事業概要

消費生活改善を図るため、消費生活研究会が行う環境にやさしい安全・
安心な生活普及活動事業に対して、補助金を交付します。

消費者月間である５月に、消費生活研究会による廃油回収活動ＰＲ等を
行い、消費者問題を啓発することで消費者意識を高めます。

消費者相談の迅速な解決と被害救済の促進、被害拡大の防止を図るた
めの消費者相談事業・多重債務の解消のための相談事業を行います。

　広く市民に交通安全思想の普及浸透を図り、交通マナーの実践を習慣
付けることで交通事故の防止と駐車秩序の確立を図ります。
　また、市民が安全に道路を利用できるよう、危険箇所に看板等を設置
し、交通安全の啓発等を行います。

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

44件 32件 23件 減少

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

1,601箇所 1,638箇所 1,640箇所 1,641箇所

事   業

担当課

事業コード

3 1 2 1 2 － 0 0 1

3 1 2 1 2 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

40.8%
（20人／49人）

81.5％
（44人/54人）

82.5％
（47人/57人）

81.4%

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

51.7%
(31/60)

96.4%
（55/57）

96.4%(55/57)
100%

(60/60)

1,905人
（平成22年度）

14,929人 16,785人 13,081人

AEDの公共施設設置率

救急・救命講習延べ参加者数（平成22（2010）年度以降：守口市門真市消防組合）

危機管理課

(1) 消防体制の充実

21,818危機管理課

消火栓等整備事業

1) 火災予防（防火）意識の高揚

達成度を測る指標

火災年間発生件数

1,749,579

19,845

2) 救命対策の充実

達成度を測る指標

(2) 救急体制の充実

２　火災や事故から人の命を守るまちをつくります

達成度を測る指標

（当初）30年度

公設消火栓設置箇所数

【施策の体系】

現状維持

消防活動事業

1) 救急・救助体制の充実

現状維持

2) 消防力の向上

【取組の方向】

　火事を起こさないように、注意を呼びかけるとともに、消防や救急・救助体制の充実、AEDの設置場所と使用方法の普及に努

め、火災や事故から人の命を守るまちをつくります。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）31年度

救急救命士のうち気管挿管及び薬剤投与資格者数の割合（守口市門真市消防組合）

達成度を測る指標

火災発生時に迅速かつ円滑な消防活動が行えるよう、公設消火栓及び
簡易消火栓の整備を行います。

火災及びその他の災害時に、市民の生命・身体・財産を守るため、守口
市門真市消防組合を運営するとともに、消防団車両の更新及び消防団
員の安全装備品の充実を図ることで、消防力の充実・強化を図ります。

1,691,820

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

火災予防（防火）意識の高揚

消防力の向上

救急・救助体制の充実

救命対策の充実

火災や事故から人の命を守るまちをつ
くります

消防体制の充実

救急体制の充実
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

検討中 策定 策定 策定

事   業

担当課

事業コード

3 1 3 1 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

０箇所 50箇所 50箇所 拡充

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

15回 31回 28回 拡充

新設 75.6% 82.3% 100%

事   業

担当課

事業コード

3 1 3 2 1 － 0 0 1

3 1 3 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

30セット 61セット 62セット 75セット

(1) 危機管理と災害時対策

（当初）31年度

現状維持

危機管理課

防災対策事業

（当初）30年度
事業の実施方針

0

地域避難所案内板設置
事業

危機管理課

３　みんなの命を大切に守る災害に強いまちをつくります

事業概要

地震などの災害が発生した際の対応として、物資の備蓄を行うとともに
防災用の資材を適切に管理します。
市民、自主防災組織、防災関係機関、関係団体などの参加を得て、災害
時における防災活動の迅速かつ的確に実施するため総合的な訓練を実
施します。

達成度を測る指標

1) 危機管理体制の充実

災害時要援護者支援プランの策定

【施策の体系】

自主防災工具の貸与数

123危機管理課

達成度を測る指標

136

2) 自主防災組織の育成支援

自主防災訓練実施事業

達成度を測る指標

【取組の方向】

　あらゆる危機への管理や地震、水害などの対策を進めるとともに、市民自ら「自分の命は自分で守る」という意識の高揚や地域

での自主防災体制を強化し、みんなの命を大切に守る災害に強いまちをつくります。

2) 災害情報伝達機能の強化

（当初）31年度

1) 自主防災意識の高揚

25,034

(2) 市民の自主防災の強化

自宅から近い指定避難場所を知っている人の割合

達成度を測る指標

予算

地域住民による自主的な防災活動の円滑化に向け、各校区で実施され
る自主防災訓練を支援します。

災害時に円滑な避難が行えるようにするため設置している避難所案内看
板の適切な維持管理を行います。

自主防災訓練など年間実施回数

同報系無線の設置箇所数

事業概要

予算

（当初）30年度

24,411

事業の実施方針

現状維持

1,228 現状維持

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

危機管理体制の充実

災害情報伝達機能の強化

自主防災意識の高揚

自主防災組織の育成支援

建物の耐震改修の促進

治水対策の強化

みんなの命を大切に守る災害に強いま
ちをつくります

地震や治水対策の強化

危機管理と災害時対策

市民の自主防災の強化
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

43.9% 88.5% 89.6% 100%

９件 23件 24件 70件

事   業

担当課

事業コード

3 1 3 3 1 － 0 0 1

3 1 3 3 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

49,121t 64,582t 66,117t 54,121t

事   業

担当課

事業コード

3 1 3 3 2 － 0 0 1

現状維持
土木課

達成度を測る指標

公共施設の耐震化率

事業概要

事業概要

雨水貯留浸透施設設置
指導事業

（当初）31年度

0

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

補助制度年間適用件数

鉄道施設耐震補助事業

5,250

0

予算

事業の実施方針

達成度を測る指標

8,595

5,250

「門真市住宅・建築物耐震改修促進計画」に基づき、建築物の耐震化率
の向上を図るため、耐震診断・設計費・改修費に対する補助金の交付、
啓発を行います。

鉄道事業者が実施する鉄道施設安全対策事業（高架駅耐震補強工事）
を対象に補助対象工事費を予算の範囲内において補助します。

浸水被害を防止するため、雨水浸透阻害行為及び開発行為を行う者に
対し、特定都市河川浸水被害対策法及び大阪府特定都市河川流域にお
ける浸水被害の防止に関する条例に基づき、雨水貯留浸透施設の設置
について、技術的な助言、指導を行います。

（当初）31年度

地域整備課

（当初）30年度

拡大改善

10,400

建築物診断・改修補助
事業

現状維持

(3) 地震や治水対策の強化

2) 治水対策の強化

雨水貯留浸透施設の総貯水量

建築指導課

1) 建物の耐震改修の促進
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

0% 0% 0% 66%

新設 30.1% 29.2% 30%

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 1 2 － 0 1 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

3.7ha 5.6ha 5.6ha 12.2ha

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 1 2 － 0 0 7

3 2 1 1 2 － 0 1 0

達成度を測る指標

第２節　便利で快適なまちなかをつくります

１　便利で快適な暮らしを支えるまちなかの基盤をつくります

【取組の方向】

　まちの顔づくりや都市基盤施設の整備とともに、公共交通サービスの充実や歩行者・自転車の道の道路の整備を進め、便利で

快適な暮らしを支えるまちなかの基盤をつくります。

1) シンボルゾーンの整備

達成度を測る指標

【施策の体系】

483,848

北部地区優先主要生活
道路整備事業

323,810

(1) まちの顔づくり

（当初）31年度

2) 北部地域の災害に強いまちづくり

住宅市街地総合整備事業の既実施面積

246,749

泉町・松葉北地区整備
事業

拡大改善1,285,042

門真市北部地区（約461ha）は、密集市街地が形成されおり、住宅市街地
総合整備事業の整備計画を昭和59年に大臣承認を受けて以降、事業を
実施しています。
現在は、国土交通省が平成24年に公表した地震時等に著しく危険な密
集市街地（約137ha）について、平成32年度までに最低限の安全性を確
保しおおむね解消することを目標（住生活基本計画（全国計画）、平成23
年3月閣議決定）に、住宅市街地総合整備事業と土地区画整理事業等と
の面整備事業により、密集市街地の計画的改善を推進しています。

廃校となった旧小学校の市有地を最大限有効利用しながら、周辺の密
集市街地を一体的に改善することで、住環境の改善、防災性の向上が
期待できることから、周辺の密集市街地を一体的に改善します。

門真市北部地区において、社会資本総合整備計画に挙げられている優
先主要生活道路の整備を行うことにより、消防活動困難区域の解消及び
不燃領域率の向上を図ることができ、北部地域の災害に強いまちづくり
の実施を図ります。

地域整備課

（当初）31年度

事業の実施方針

予算

事業概要

◆地震時等に著しく危険
な密集市街地整備事業

拡大改善

主要駅の周辺がまちの顔としてにぎわいのある魅力的な環境だと感じる人の割合

シンボルゾーン基盤整備の進捗率

現状維持

823,169

地域整備課

825,232

地域整備課

（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

シンボルゾーンの整備

北部地域の災害に強いまちづくり

第二京阪道路沿道の市街地整備

上水道整備と適正な管理・運営

下水道・水路整備と適正な管理

ごみ・し尿処理の適正な処理と施設管理

幹線道路の整備

生活道路の整備

公共交通サービスの充実

駅前広場などの整備

歩行者や自転車の道の整備

バリアフリー化やユニバーサルデザインの推進
歩いて暮らせるまちづくり

まちの顔づくり

便利で快適な暮らしを支えるまちなか
の基盤をつくります

快適に暮らせる生活基盤の整備

道路・交通網の充実
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事   業

担当課

事業コード

3 2 1 1 2 － 0 1 1

3 2 1 1 2 － 0 1 2

3 2 1 1 2 － 0 1 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 １地区 １地区 １地区

新設 ３箇所 ３箇所 ４箇所

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 1 3 － 0 0 5

3 2 1 1 3 － 0 0 6

3 2 1 1 3 － 0 0 7

―
地域整備課

北島東第２地区土地区
画整理事業 第二京阪道路沿道の計画的なまちづくりを進めるために、北島地区にお

いて土地区画整理事業を導入し、良好な都市基盤の整備を行い健全な
市街地形成を図ります。

― 37,362 ―
地域整備課

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度

20,510

3) 第二京阪道路沿道の市街地整備

0
土木課

第二京阪道路高架下利
用事業

現状維持

◆地震時等に著しく危険
な密集市街地整備事業

457,698

土地区画整理組合設立数

拡大改善823,169

365,953

都市政策課

門真市北部地区内の地震時等に著しく危険な密集市街地（約137ha）に
おいて、老朽木造建築物等除却補助制度により、老朽した木造住宅等の
除却・建替えを促進し、地震時等に著しく危険な密集市街地の解消を目
指す。また、本制度により除却された跡地を災害時の緊急避難場所等に
整備し、地域の防災力の向上を図ります。

現状維持

（当初）31年度

達成度を測る指標

地域整備課

地域整備課

現状維持

地震時等に著しく危険な
密集市街地老朽木造建
築物等除却補助事業

門真市北部地区（約461ha）は、密集市街地が形成されおり、住宅市街地
総合整備事業の整備計画を昭和59年に大臣承認を受けて以降、事業を
実施しています。
現在は、国土交通省が平成24年に公表した地震時等に著しく危険な密
集市街地（約137ha）について、平成32年度までに最低限の安全性を確
保しおおむね解消することを目標（住生活基本計画（全国計画）、平成23
年3月閣議決定）に、住宅市街地総合整備事業と土地区画整理事業等と
の面整備事業により、密集市街地の計画的改善を推進しています。

第二京阪道路の高架下スペースを有効活用するべく、「第二京阪道路高
架下利用計画」に基づき、未利用地において、地域の交流などのために
必要な場所に公園の整備を進めます。

第二京阪道路高架下利用計画に基づく門真市の利用計画箇所（全15箇所）のうち利用が
開始された箇所数

門真南駅周辺地区整備
事業

延焼遮断帯整備促進事
業

地震時等に著しく危険な密集市街地「門真市北部地区」のうち北東部地
区（約27ha）において、地震時等の火災による延焼を防ぐため、平成32年
度までに延焼遮断空間の確保（都市計画道路寝屋川大東線）をめざしま
す。

― 965,743

825,232

門真市第５次総合計画において、本市の南の玄関口と位置づけられて
いる南部地域の整備を行うことにより、賑わいのあるまちづくりを図りま
す。

3,3263,306

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 38% 56% 56%

新設 20% 21% 22%

新設 85.1% 87.1% 80%

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 2 1 － 0 0 1

3 2 1 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

78% 90.9% 93.0% 96%

16.7㎞ 17.3㎞ 17.3km 18.7㎞

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 2 2 － 0 0 1

3 2 1 2 2 － 0 0 3

3 2 1 2 2 － 0 0 4

3 2 1 2 2 － 0 0 6

3 2 1 2 2 － 0 0 7

6 1 2 1 2 － 0 0 1

現状維持

公共下水道整備事業

37,969

20,000

下水道整備課

土木課

縮小改善

事業休止

現状維持8,402

0土木課

9,733土木課

143,590

763,897

管路総延長に対する耐震管延長の割合

0

0

◆親水空間整備事業

公共下水道長寿命化事
業

928,193

下水道の人口普及率

工務課

達成度を測る指標

372,611

（当初）31年度

133,540

561,050

2,221,995

現状維持

調節池維持管理事業

1,060,847

公共下水道施設維持管
理事業

（当初）31年度

下水道整備課

現状維持

工務課

浸水の防除、生活環境の改善及び公共用水域の水質保全を図るため、
未整備地区の公共下水道を計画的に整備します。

水道管布設及び布設替
事業

926,882

浄・配水場耐震化事業

水路敷有効活用事業

2) 下水道・水路整備と適正な管理

現状維持

(2) 快適に暮らせる生活基盤の整備

1) 上水道整備と適正な管理・運営

配水池全体の貯水量に対する耐震化された配水池の貯水量の割合

水路の有効利用延長

公共下水道の機能を維持するため、補修、清掃、調査等を行います。ま
た、供用開始区域内の桝設置工事や下水道台帳の整備を行います。

浸水被害を軽減するため、流域調節池（一番町調節池、三ツ島調節池、
門真南調節池）の適正な維持管理を行います。

水路敷を有効利用し、通行の安全性や利便性の向上を図るため、歩行
者・自転車道路を整備します。

日常生活や社会活動に重大な影響を及ぼす事故発生や機能停止を未
然に防止するため、下水道長寿命化計画に基づき、公共下水道の長寿
命化を図ります。

水路を利用した親水空間の整備を推進します。

安定した水道の供給を実施するため、市内各所における水道管の新規
布設や、更新業務を行います。

現状維持

事業概要

予算

事業の実施方針

事業の実施方針
（当初）30年度

安定した水道水の供給を実施するため、配水施設の耐震化業務を行い
ます。

安心して水道を利用できていると感じる人の割合

達成度を測る指標

工務課

（当初）30年度

事業概要

予算
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

453件 205件 196件 408件

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 2 3 － 0 0 1

3 2 1 2 3 － 0 0 2

3 2 1 2 3 － 0 0 3

3 2 1 2 3 － 0 0 4

6 1 1 1 1 － 0 0 6

一般ごみ収集運搬事業

クリーンセンター業務課

264,598

397,581 現状維持

し尿処理施設運営管理
事業

クリーンセンター施設課

様々なごみの中から、資源を回収し再資源化を進めるため、リサイクル
施設の安定稼動を行います。
また、リサイクルプラザ外壁剥離の危険性診断調査を実施し、外壁改修
計画を作成します。

331,686

◆リサイクルプラザ施設
運転維持管理事業

326,573

環境政策課

達成度を測る指標

現状維持

事業概要

手法改善

クリーンセンター業務課

1,270,306

クリーンセンター施設棟
運転維持管理事業

259,417 305,828

現状維持

クリーンセンター施設課

臨時ごみ収集運搬事業

3) ごみ・し尿処理の適正な処理と施設管理

（当初）31年度

不法投棄の年間処理件数

四條畷市との協定書に基づき、平成31年度より、門真市域のし尿・浄化
槽汚泥を四條畷市環境センターにて委託処理を行います。
また、平成30年度末で閉鎖する浄化センターの施設の撤去を行います。

現状維持

一般廃棄物の適正な処理を行うため、ごみ焼却施設及び粗大ごみ処理
施設の安定稼動を行います。
施設内での安全な通行と施設外の渋滞緩和を図るとともに、搬入検査の
強化を実施するため、持込みごみの予約制を引き続き実施します。
また、クリーンセンターのごみ焼却施設及び粗大ごみ処理施設を延命化
するため、2021年度から基幹的設備改良工事（延命化工事）を実施した
いと考えており、準備を進めます。

15,878
定曜日収集以外に高齢者・障がい者を対象としたさわやか訪問収集を始
め、引越し等で臨時的に大量に排出されるごみの収集、学校・自治会等
の活動で排出される公共のごみ収集を行います。

家庭から排出された一般ごみの適正な処理を図るため、一般ごみの収
集やごみ集積場所の変更、塵芥収集車の安全運行管理業務を行いま
す。

20,003

1,166,656

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

3.02／５段階評価 2.89 2.96 4.00

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.55／５段階評価 2.58 2.72 3.50

78.5㎞ 78.5㎞ 78.5㎞ 79.3㎞

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 3 2 － 0 0 1

3 2 1 3 2 － 0 0 2

3 2 1 3 2 － 0 0 4

3 2 1 3 2 － 0 0 5

3 2 1 3 2 － 0 0 6

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

3.10／５段階評価 2.95 3.04 4.00

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 3 3 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

０台
自転車1,050台

バイク13台
自転車1,314台

バイク13台
700台

8,484台 3,500台 3084台 5,000台

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 3 4 － 0 0 1

古川橋駅周辺ムクドリ対
策事業 古川橋駅周辺の街路樹にムクドリが飛来する事で、鳴き声や糞による悪

臭等の被害、苦情が多い事から、飛来するムクドリを減らすために、様々
な対策を行います。

― 440 ―
土木課

土木課

現状維持

3) 公共交通サービスの充実

37,253

現状維持

達成度を測る指標

まちの骨格を形成する幹線道路が整備され、他地域へ行くのが便利であること（市民の評
価点）

コミュニティバス運行補
助事業

28,044

バスや鉄道などの公共交通機関が利用しやすいこと（市民の評価点）

土木課

橋りょう長寿命化事業

達成度を測る指標

安全で便利な道路の整備がなされていること（市民の評価点）

土木課

112,096

現状維持

現状維持

527,241

52,783

（当初）31年度

（当初）31年度

28,049
市内の公共交通不便地域の解消を図るため、コミュニティバスの運行に
つき補助を行います。

1) 幹線道路の整備

(3) 道路・交通網の充実

「門真市生活道路網計画」に基づく門真市道（私道を含む）の道路幅員充足延長

2) 生活道路の整備

達成度を測る指標

15,711

照明灯ＬＥＤ化事業

16,957土木課

◆道路維持管理事業

150,598

水銀灯やナトリウム灯など既存の照明灯具をリース方式によるLED灯具
に交換することにより、維持管理費の低減及び二酸化炭素削減による環
境負荷の低減を図ります。

手法改善地域整備課

自転車対策事業

65,559

現状維持

6,479

◆道路整備事業

（当初）31年度

生活環境の悪化をもたらす放置自転車等の駐車秩序の適正化を図るた
め、駅周辺の放置自転車等の撤去・移送及び保管・返還業務を行いま
す。

4) 駅前広場などの整備

市民が安全で安心して快適に通行できるような道路空間を提供するた
め、老朽化した道路の舗装の打ち換え等の改修を行い、道路及び附属
施設等の適切な維持管理を実施します。

市民が安全で安心して快適に通行できるような道路空間を提供するた
め、生活道路を中心に公共空間を有効利用し、道路の再整備や改良を
行います。

市道の橋りょうの安全性を確保するため、「橋りょう長寿命化修繕計画」
に基づき、点検を定期的に実施し、必要に応じて長寿命化のための修繕
工事を行います。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

達成度を測る指標

放置自転車の年間撤去台数

地域整備課

67,012

駅周辺のサイクルラック台数（全駅）
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 3.04㎞ 2.95㎞ 2.30㎞

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 4 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.59／５段階評価 2.73 2.79 3.50

8% 71% 71% 80%

事   業

担当課

事業コード

3 2 1 3 2 － 0 0 1

3 2 1 3 2 － 0 0 2

現状維持6,479

◆道路整備事業

現状維持

土木課

(4) 歩いて暮らせるまちづくり

サイクルロード整備事業

現状維持

公共施設などが誰もが使いやすく整備されていること（市民の評価点）

0

150,598 112,096

1) 歩行者や自転車の道の整備

◆道路維持管理事業

土木課

市内の駅・公共施設等を結ぶ自転車道ネットワークを形成するため、基
本計画および整備実施計画を策定します。

527,241

（当初）31年度

「門真市交通バリアフリー基本構想」に基づく特定経路・準特定経路の整備率

達成度を測る指標

0

2) バリアフリー化やユニバーサルデザインの推進

土木課

市民が安全で安心して快適に通行できるような道路空間を提供するた
め、老朽化した道路の舗装の打ち換え等の改修を行い、道路及び附属
施設等の適切な維持管理を実施します。

市民が安全で安心して快適に通行できるような道路空間を提供するた
め、生活道路を中心に公共空間を有効利用し、道路の再整備や改良を
行います。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

達成度を測る指標

市道のうち自転車歩行者道がある道路及び自転車歩行者専用道路の延長

事業概要

（当初）31年度

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

－37－



20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 １回 ２回 ２回

事   業

担当課

事業コード

3 2 2 1 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

100% 100% 100% 100%

事   業

担当課

事業コード

3 2 2 1 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.62／５段階評価 2.68 2.74 3.50

97.4% 100% 100% 100%

95.6% 100% 100% 100%

事   業

担当課

事業コード

3 2 2 2 1 － 0 0 1

3 2 2 2 1 － 0 0 2

13,919

達成度を測る指標

現状維持

2) 開発事業に対する適切な指導

２　いつまでも快適に定住できるまちなかの環境をつくります

【取組の方向】

　都市計画によるまちづくりを進めるとともに、家族が定住できる良好な住宅を誘導するなど、住宅・住環境を整備し、いつまでも

快適に定住できるまちなかの環境をつくります。

現状維持

現状維持

1) 都市計画によるまちづくり

達成度を測る指標

関係法令等に基づく協議成立率

0

(1) 計画的なまちづくり

住宅・建築物アスベスト
飛散防止対策事業

4,552

都市政策課

建築指導課

【施策の体系】

6,470

10

（当初）31年度

建物完了検査の年間受検率

達成度を測る指標

0

（当初）31年度

市街地の進展状況を勘考しながら、順次住居表示を行います。

事業概要

予算

事業の実施方針

（当初）31年度

(2) 住宅・住環境の整備

建物中間検査の年間受検率

10

開発事業に対する指導
事業

住宅地が整備され、生活しやすい環境ができていること（市民の評価点）

中間報告書作成回数

1) 良好な住環境の誘導

4,516

建築指導課

建築指導課

建築物の中間検査・完
了検査に関する事務事
業

現状維持

門真市まちづくり基本条例に基づき、良好な住環境を提供するため、開
発事業者に対し適切に指導します。

建築物の安全性と質の向上を図るため、中間検査・完了検査の適正な
執行を図ります。

建築物の安全性の確保の推進及びアスベストによる被害の未然防止を
図るため、民間建築物のアスベスト分析調査や除去等工事に対して支援
を行います。

住居表示整備事業

（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

都市計画によるまちづくり

開発事業に対する適切な指導

良好な住環境の誘導

府営住宅の改善整備

いつまでも快適に定住できるまちな
かの環境をつくります

市営住宅の管理と改善整備

計画的なまちづくり

住宅・住環境の整備
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事   業

担当課

事業コード

3 2 2 2 1 － 0 0 3

3 2 2 2 1 － 0 0 4

3 2 2 2 1 － 0 0 5

3 2 2 2 1 － 0 0 6

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

39.6% 58.9% 58.9% 80.7%

34.3% 34.3% 34.3% 80.7%

事   業

担当課

事業コード

3 2 2 2 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

40.1% 52.0% 59.3% 75.8%

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度

空家等対策事業
平成30年度に策定予定である門真市空家等対策計画に基づき、空家等
に関する対策を総合的かつ計画的に実施します。

― 54

21,010

達成度を測る指標

達成度を測る指標

2) 市営住宅の管理と改善整備

木造住宅等建て替え促
進事業

1,661,585都市政策課

市内市営住宅の耐震化率

21,011

市営住宅維持管理事業

（当初）31年度

現状維持102,301

事業の実施方針
（当初）30年度

―都市政策課

建築指導課

7,760建築指導課

建築指導課

市内府営住宅の耐震化率

市営住宅の入居者が安心して快適に過ごすため、施設の整備及び維持
管理を行います。

3) 府営住宅の改善整備

狭あい道路拡幅整備事
業

危険家屋等対策事業

4,414

市内市営住宅のバリアフリー率

現状維持

4,213 現状維持

現状維持

7,926

建て替えへの誘導、促進により建築物の安全性の確保を図るため、建築
物を除却する工事に対する支援を行います。

崩壊の危険性がある建築物の除却工事に対する補助制度により、建築
物の安全確保を行います。また、適正管理条例に基づき、所有者による
適正管理の促進を図ります。

事業概要

予算

防災機能の向上及び住環境の改善を図るため、建築行為の機会を捉
え、当該道路の拡幅整備の支援を行うことで、狭あい道路の解消を促進
します。
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

50人 200人 337人 100人

事   業

担当課

事業コード

4 1 1 1 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

継続実施 継続実施 継続実施 継続実施

(1) 非核平和都市の実現

非核平和推進事業

１　平和と人権を尊重する環境をつくります

達成度を測る指標

非核平和の推進を図るため、非核平和に関する各種協議会への参加、
講演会・研修会の開催等を行います。

事業概要

非核平和行進等への支援

11人権女性政策課

2) 平和を愛する意識の高揚

非核平和講演会の年間参加者数

達成度を測る指標

現状維持

第１節　平和な社会を育む共生のまちをつくります

【施策の体系】

【取組の方向】

　非核平和の都市づくりや平和を愛する意識の高揚を図るとともに、基本的人権を尊ぶ呼びかけなどの活動を進め、平和と人権

を尊重する環境をつくります。

第４章　いきいきと人が輝く文化薫るまち

1) 非核平和の都市づくり

（当初）31年度

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

4

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

非核平和の都市づくり

平和を愛する意識の高揚

人権の擁護

人権尊重の啓発

平和と人権を尊重する環境をつくります

非核平和都市の実現

基本的人権の尊重
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

24回 39回 39回 40回

新設 42.1% 40.8% 40%

事   業

担当課

事業コード

4 1 1 2 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

５回 ５回 ５回 10回

新設 19.8% 17.7% 30%

事   業

担当課

事業コード

4 1 1 2 2 － 0 0 1

2 2 2 2 2 － 0 0 1

（当初）31年度

3,348

9,336

現状維持人権女性政策課

達成度を測る指標

学校教育課

（当初）31年度

人権相談事業

人権問題に関する理解の促進を図るため、人権教育の推進事業を行う
協議会に対する補助金の交付、研修会の開催、また、渡日児童・生徒に
対する日本語習得のための支援等を行います。

◆人権教育推進支援事
業

現状維持9,243

人権講座の年間開催回数

2) 人権尊重の啓発

3,574

人権女性政策課

差別のない社会の実現をめざし、人権課題を抱える市民に対し相談事業
等を通じて、適切な助言等によりそれぞれの課題の解決を図るとともに、
現状の本市が抱える人権課題等の集約、分析等を行います。

様々に存在する人権問題に対し、各種テーマを取り上げ、市民講座等を
通じて啓発事業等を行います。

現状維持2,559

人権啓発推進事業

(2) 基本的人権の尊重

人権や平和に関する講演や勉強会に参加したことがある人の割合

2,538

人権擁護委員の年間相談回数

1) 人権の擁護

達成度を測る指標

人権が尊重され、共生社会の形成が進んでいると感じる人の割合

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

100人 102人 367人 250人

新設 3,300人 3.751 5,000人

新設 17.1% 18.5% 28.0%

新設 28.6% 25.2% 30.0%

事   業

担当課

事業コード

4 1 2 1 1 － 0 0 1

4 1 2 1 1 － 0 0 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

70社 148社 190社 170社

事   業

担当課

事業コード

4 1 2 1 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 58人 57 80人

達成度を測る指標

【取組の方向】
　男女が社会の対等な構成員として参加・参画できる場を拡充するなど、さらに男女共同参画社会を推進するとともに、みんなが
国際感覚を高め、外国籍市民とも互いの暮らしの文化の違いを認めあう多文化共生社会を形成し、みんながともに楽しく暮らす
環境をつくります。

人権女性政策課

男女共同参画週間の講座等の参加者数

市役所の管理職員における女性比率（課長級以上）

地方自治法上の委員会及び附属機関における女性委員の比率

男女共同参画社会推進
事業

12,193

達成度を測る指標

就職差別撤廃月間啓発
事業

3) ワーク・ライフ・バランスの推進

（当初）31年度

2) 労働の場での男女の共同参画

達成度を測る指標

女性サポートステーショ
ン運営事業

人権女性政策課

13,282 拡大改善

現状維持

【施策の体系】

（仮称）門真市女性サポートセンターの利用者数

309

就職差別撤廃月間等の啓発研修参加企業数

人権女性政策課
現状維持3030

1) 男女が平等に社会参画できる環境づくり

２　みんながともに楽しく暮らす環境をつくります

(1) 男女共同参画社会の推進

ワーク・ライフ・バランス啓発講座への参加者数

事業の実施方針
（当初）30年度

304

（当初）31年度

事業概要

男女共同参画の推進を図るため、男女共同参画に関する各種協議会へ
の参加、講演会・研修会の開催等を行います。

女性が、仕事や地域活動など、あらゆる分野に積極的に参画できるよ
う、本市における女性の活躍を推進するための拠点である「門真市女性
サポートステーション」の運営を行います。
また、第２次かどま男女共同参画プランの基本理念によるめざす姿「いき
いきと男女がともに輝く男女共同参画都市」を実現し、女性が新しい社会
づくりの主体として活躍推進できるよう支援するための拠点となる「門真
市女性サポートステーション」において、従来から実施している就労相談
や女性のための相談とさまざまな啓発講座やセミナーに加え、政策提言
をもとに、「かどママ就活サポート」を行います。

応募者の適正と能力に基づく公正な採用選考が図られるよう、就職の機
会均等の保障に向けた啓発事業を行います。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

予算

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

男女が平等に社会参画できる環境づくり

労働の場での男女の共同参画

ワーク・ライフ・バランスの推進

多文化共生社会の形成

国際交流の促進

みんながともに楽しく暮らす環境をつく
ります

男女共同参画社会の推進

多文化共生社会の形成と国際交流の
促進
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.58／５段階評価 2.67 2.64 3.50

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.63／５段階評価 2.76 2.78 3.50

事   業

担当課

事業コード

4 1 2 2 2 － 0 0 1

在住外国人と活発に交流できていること（市民の評価点）

魅力発信課

(2) 多文化共生社会の形成と国際交流の促進

52 50 現状維持

（当初）31年度

達成度を測る指標

達成度を測る指標

1) 多文化共生社会の形成

国外の都市との交流が行われていること（市民の評価点）

2) 国際交流の促進

国際交流推進事業

事業の実施方針事業概要

国際感覚の醸成等を図るため、門真市民国際交流事業実行委員会が行
う国際交流事業に対して、補助金を交付します。

予算

（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 14.2% 14.9% 60%

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 1 1 － 0 0 1

4 2 1 1 1 － 0 0 4

4 2 1 1 1 － 0 0 6

4 2 1 1 1 － 0 0 7

4 2 1 1 1 － 0 0 8

390

現状維持142,782
社会教育課

地球規模で考え地域で活躍する人材を育成するため、英語による意見
発表の機会を提供することにより英語力を向上させるとともに、海外派遣
研修を通じて実践的なコミュニケーション能力を向上させます。

公平性・公正性の確保、市民の利便性の向上や業務の効率化を図るた
め、文化予約システムを運用します。

市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、
社会福祉の増進に寄与するとともに、市民の自律的な生涯学習活動の
推進を図るため、公民館、文化会館及び門真市民プラザの管理を一括し
て指定管理者に行わせ、利用者数の増加及び利用者満足度の向上を図
ります。

門真市生涯学習複合施設建設基本計画の「地域とともにコミュニティを
育む、文化・学習の交流拠点」を基本コンセプトとし、幸福町・垣内町地区
に図書館機能と文化会館機能等を併せ持つ「（仮称）市立生涯学習複合
施設」を開設します。

社会教育活動の促進を図るため、門真市文化協会・門真市ＰＴＡ協議会
が行う、文化・生涯学習事業に対して補助金を交付します。

（当初）31年度

社会教育活動促進事業

368 現状維持

1) 社会教育推進体制の充実

１　生涯にわたり学習や仲間づくりができる環境をつくります

【施策の体系】

達成度を測る指標

【取組の方向】

　「門真市生涯学習推進基本計画」に基づき、社会教育やスポーツ活動の推進体制とともに、学びやスポーツを楽しむ機会や場

を充実し、生涯学習環境や生涯スポーツの振興に努め、生涯にわたり学習や仲間づくりができる環境をつくります。

5,8405,792

139,832

2,159

めざせ世界へはばたけ
事業

社会教育課

社会教育課

社会教育課
0

(1) 生涯学習環境の充実

第２節　ワクワクする人や出会いを育む文化のまちをつくります

◆公民館、文化会館及
び市民プラザ運営事業

現状維持3,264

現状維持

１年以内に生涯学習活動をしたことがある人の割合

社会教育課

文化施設予約システム
運用事業

8,513 現状維持

（仮称）市立生涯学習複
合施設建設事業

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

社会教育推進体制の充実

図書館活動の充実

生涯学習活動の充実

市民の生涯スポーツ活動への支援

スポーツ活動推進体制の充実

生涯にわたり学習や仲間づく
りができる環境をつくります

生涯学習環境の充実

市民スポーツの振興
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

408,236点 348,892点 335,465点 600,000点

47,491人 43,490人 42,118人 60,000人

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 1 2 － 0 0 1

4 2 1 1 2 － 0 0 2

4 2 1 1 2 － 0 0 3

4 2 1 1 2 － 0 0 4

4 2 1 1 2 - 0 0 6

4 2 1 1 2 - 0 0 7

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

218団体 2,632団体 2,910団体 170団体

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 1 1 － 0 0 7

4 2 1 1 3 － 0 0 2

現状維持

現状維持0

南部市民センター運営
事業

42

学校等読書活動推進支
援事業

12,589

393389

現状維持

（当初）31年度

現状維持

15,26212,929

登録者数

南部市民センター

◆公民館、文化会館及
び市民プラザ運営事業

社会教育課
142,782

達成度を測る指標

図書館

乳幼児から高齢者まで市民の知る権利を保障するため、幅広いニーズ
にあった資料・情報を収集し、図書の貸出やレファレンスサービス、行事
等により資料・情報提供サービスを行います。

図書館

図書館運営事業

図書館

42

139,832

12,134

図書館市民プラザ分館
運営事業

子ども読書活動推進啓
発事業

図書館

図書館本館業務と連携を図り、地域に根ざした資料・情報提供サービス
を行います。

図書館利用の促進のため、「おはなしのじかん」等により読書の楽しさを
啓発するとともに、幼児、児童への情操を高めます。

親子で絵本に親しむことの大切さを啓発するため、４か月児健診の際に
読み聞かせのアドバイスを行い絵本等をプレゼントします。

子どもの読書活動を支援するため、市内の学校等を対象に図書館所蔵
資料を配送・回収業務を行い、子どもが本に親しむ機会をつくり、子ども
の読書環境の充実を図ります。

子どもの読書活動の推進を図るため、面展台を活用した「えほんのひろ
ば」を開催します。

市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、
社会福祉の増進に寄与するとともに、市民の自律的な生涯学習活動の
推進を図るため、公民館、文化会館及び門真市民プラザの管理を一括し
て指定管理者に行わせ、利用者数の増加及び利用者満足度の向上を図
ります。

南部市域における市民交流の促進や生活文化の向上を図るため、南部
市民センターの管理運営を行います。
また、平成31年度は既設照明器具をLED照明器具に取替えます。

（当初）31年度

現状維持43,91644,311

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

0

読み聞かせ事業

サークル活動の登録団体数

ブックスタート事業

724 現状維持

現状維持

3) 生涯学習活動の充実

図書館 757

図書館
現状維持

事業の実施方針
（当初）30年度

年間貸出点数

達成度を測る指標

2) 図書館活動の充実

事業概要

予算
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 完成予定

門真市生涯ス
ポーツ推進協
議会として事業
を実施

完成

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 2 1 － 0 0 1

4 2 1 2 1 － 0 0 2

4 2 1 2 1 － 0 0 4

4 2 1 2 1 － 0 0 5

4 2 1 2 1 － 0 0 7

4 2 1 2 1 － 0 0 9

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 5,527人 6,275人 5,000人

新設 32.0% 18.2% 25%

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 2 2 － 0 0 2

4 2 1 2 2 － 0 0 3

4 2 1 2 2 － 0 0 4

4 2 1 2 2 － 0 0 5

現状維持0

現状維持

2,964

達成度を測る指標

校区体育祭補助事業

スポーツ施設予約システ
ム運用事業

総合体育館運営管理事
業

社会教育課

現状維持

スポーツ・レクリエーショ
ン事業

東和薬品RACTABドーム
プール補助事業

現状維持4,317

現状維持
社会教育課

社会教育課
4,045

76,134 61,857社会教育課

（当初）31年度

1) スポーツ活動推進体制の充実

(2) 市民スポーツの振興

スポーツ推進委員育成
事業

スポーツ・レクリエーション団体のネットワーク化

683

現状維持

660

社会教育課

社会教育課

社会教育課

テニスコート･青少年運
動広場運営管理事業

現状維持

社会教育課

104

2,971

市民プラザ体育館・グラ
ウンド運営管理事業

社会教育課

◆学校体育施設開放事
業

社会教育課

現状維持

2,154

4,7594,759

市内のスポーツ施設を利用したことがある人の割合

予算

4,401

現状維持

現状維持

982

5,064

775

スポーツ団体育成事業

2) 市民の生涯スポーツ活動への支援

6,115

2,004

（当初）31年度

達成度を測る指標

スポーツ・レクリエーション大会参加者数

6,225

スポーツ推進委員がスポーツの推進のための事業の実施に係る連絡調
整並びに市民に対するスポーツの実技の指導、その他スポーツに関す
る指導及び助言を行うために必要な各種の支援を行います。

市民のスポーツを振興し、その普及発展とアマチュアスポーツの精神の
高揚をはかり、併せて市民の健康づくりと親睦に寄与するため、門真市
体育協会と協働で大阪府総合体育大会等の各種大会を実施するととも
に、市民が広く参加する各種スポーツ事業を自主的に実施する社会教育
関係団体に対して、補助金を交付します。

市民のスポーツ活動の普及、健康・体力づくりを図るため、テニスコート
及び青少年運動広場の管理運営を行います。

市民のスポーツ活動の普及、健康・体力づくりを図るため、市民プラザ体
育館・グラウンドの管理運営を行います。

公平性・公正性の確保、市民の利便性の向上や業務の効率化を図るた
め、公共施設予約システムの運用を行います。

市民のスポーツ活動の普及、健康・体力づくりを図るため、誰もが身近に
利用しやすい生涯スポーツ推進拠点となる市立総合体育館の管理運営
を行います。

地域の交流の促進、健康の増進を図るため、小学校区単位で行われる
校区体育祭に対して、補助金を交付します。

児童の安全な遊び場の確保のために、小学校において校庭開放事業を
実施します。また、市民のスポーツの振興、健康の増進を図るため、小
中学校の体育施設の一般開放を行います。

市民のスポーツの振興、健康の増進を図るため、東和薬品ＲＡＣＴＡＢ
ドームプールの利用料金に対して一部補助を行います。

市民の誰もがそれぞれのライフステージに応じたスポーツ・レクリエーショ
ン活動に参加する機会を確保することで、生涯スポーツを推進するため、
スポーツのきっかけづくりとなるレクリエーションイベントや競技力の向上
に資する競技大会などを実施します。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要 事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.64／５段階評価 2.73 2.77 3.50

事   業

担当課

事業コード

4 2 2 1 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

14.7% 13.4% 10.7% 30%

新設 60.1% 59.7% 65%

新設 70.7% ― 60%

新設 65.7% 64.6% 70%

事   業

担当課

事業コード

4 2 1 1 1 － 0 0 7

4 2 2 1 2 － 0 0 3

２　愛着と誇りに思う文化を育む環境をつくります

手法改善947

1,962,489

（当初）31年度

◆公民館、文化会館及
び市民プラザ運営事業

文化・自治振興課

身近に芸術や文化にふれることができる環境ができていること（市民の評価点）

達成度を測る指標

文化・自治振興課

(1) 市民生活に息づく文化・芸術の振興

1) 文化・芸術振興体制の充実

【施策の体系】

2) 市民文化・芸術活動の支援

文化関係のサークル活動や団体に参加している市民の割合

703

（当初）31年度

現状維持

【取組の方向】
　「門真市文化芸術振興基本方針」に基づき市民の文化・芸術活動の支援や文化に親しむ機会や場の充実とともに担い手づくり
を図るなど、市民生活に息づく文化・芸術を振興するとともに、地域文化の保存と継承に努め、愛着と誇りに思う文化を育む環境
をつくります。

達成度を測る指標

文化芸術を鑑賞・体験したことがある人の割合

社会教育課

文化芸術振興事業

市内の生涯学習施設を利用したことがある人の割合

139,832

143,841

現状維持

市民に優れた文化・芸術に接する機会や、市民の相互交流の場を提供
するとともに、市民自らの文化活動や交流活動を促し、市民の交流と文
化の向上を図るため、市民文化会館（ルミエールホール）及び 市民交流
会館(中塚荘)の運営を行います。
　また、市民文化会館については、開館から25年が経過し、舞台設備や
空調設備の更新時期に達していることや各ホールの吊天井の耐震化が
不十分であることから、舞台設備等の設備更新や吊天井の耐震化、バリ
アフリー化等の館全体の改修基本計画を策定し、大規模改修工事を実
施します。

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

生涯学習活動を行っている人の割合

文化・芸術が市民にとってより身近なものになるよう、地域に根ざし深く息
づく文化・芸術の振興を図るため、文化芸術基本方針に基づき、文化芸
術振興施策を総合的に推進します。
また、門真市文化芸術振興基本方針が平成31(2019)年12月をもって策
定後10年が経過することに伴い、これを検証・改善して推進基本計画を
策定します。

市民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図り、生活文化の振興、
社会福祉の増進に寄与するとともに、市民の自律的な生涯学習活動の
推進を図るため、公民館、文化会館及び門真市民プラザの管理を一括し
て指定管理者に行わせ、利用者数の増加及び利用者満足度の向上を図
ります。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

142,782

市民文化会館及び市民
交流会館運営事業

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

文化・芸術振興体制の充実

市民文化・芸術活動の支援

地域の伝統文化の継承

歴史文化遺産の保存と継承
地域文化の保存と継承

愛着と誇りに思う文化を育む環境をつく
ります

市民生活に息づく文化・芸術の振興
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

16団体 17団体 17団体 16団体

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 一部整備済 一部整備済 完了

事   業

担当課

事業コード

4 2 2 2 2 － 0 0 1

4 2 2 2 2 － 0 0 2

達成度を測る指標

史跡伝茨田堤周辺の整備

地域のまつり保存会等の数

(2) 地域文化の保存と継承

1) 地域の伝統文化の継承

（当初）31年度

11,171

現状維持

2) 歴史文化遺産の保存と継承

達成度を測る指標

郷土の文化や歴史的遺産を後世に継承するため、文化財保護条例の制
定を目指すとともに、市民学芸員と協働で歴史遺産の保護・保存及び資
料の整理などを行います。

歴史遺産整備事業

手法改善社会教育課

社会教育課 152

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

11,402

291

歴史資料館運営事業
郷土の歴史文化の継承を図るため、資料等の収集・調査・保存を行い、
資料を活かした常設展示・特別展示・歴史講座を開催します。
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.69／５段階評価 2.73 2.84 3.50

事   業

担当課

事業コード

5 1 1 1 1 － 0 0 1

5 1 1 1 1 － 0 0 2

5 1 1 1 1 － 0 0 5

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 271人 476人 550人

184箇所 135箇所 135箇所 200箇所

事   業

担当課

事業コード

5 1 1 1 2 － 0 0 1

5 1 1 1 2 － 0 0 2

達成度を測る指標

現状維持

互いに助け合い、支え合う地域のつながりができていること（市民の評価点）

第５章　健やかな笑顔あふれる支え合いのまち

事業の実施方針
（当初）30年度

小地域ネットワーク活動
推進事業

福祉政策課

福祉政策課
12,316

社会福祉協議会補助事
業

21,946

コミュニティソーシャルワーカーの延べ相談者数

福祉政策課

（当初）31年度

17,54517,545

12,261

１　みんなで困っている人を助け合う環境をつくります

【取組の方向】

　困っている人が地域の中で安心して暮らしていけるよう、地域みんなで支え合う地域福祉を進めるとともに、国民健康保険や介

護保険などの社会保障制度の適正な運用を進め、みんなで困っている人を助け合う環境をつくります。

第１節　みんなで困っている人を助け合う福祉のまちをつくります

2,761

「いきいきネット相談支援センター」において、複合的な課題を抱えた要支
援者に対し、課題の整理や関係機関との連携・引き継ぎ等を行うコミュニ
ティソーシャルワーカーを配置し、専門的な相談支援等を行います。

コミュニティソーシャル
ワーカー配置事業

福祉政策課 523 591 現状維持

市民後見推進事業

2) 地域福祉活動の推進

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

現状維持

現状維持

小地域ネットワーク活動実施箇所数

門真市における社会福祉事業の組織的活動を促進し、地域福祉の推進
を図るため、社会福祉協議会が実施する各種事業に対する補助を行い
ます。

民生委員法により民生委員全員が組織し、活動を行うことが義務付けら
れた市町村単位必置組織である民生委員児童委員協議会の福祉活動
を支援します。

（当初）31年度

福祉政策課 21,180

現状維持

民生委員児童委員協議
会活動助成事業

2,763

1) 地域福祉推進体制の充実

成年後見制度における親族以外の後見人である第三者後見人（弁護
士、司法書士、社会福祉士、法人等）の１つである市民後見人を府と連
携し育成するとともに市民後見人の活動支援を行います。

高齢者、子育て中の親子、障がい者（児）等が地域で孤立することなく安
心して生活ができるように、地域住民の参加と協力により支えあい助け
合う活動を推進する、小地域ネットワーク活動の支援を行います。

事業概要

(1) 地域福祉の推進

予算

達成度を測る指標

【施策の体系】
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

80.05% 92.28% 92.23% 94%

事   業

担当課

事業コード

5 1 1 2 1 － 0 0 1

5 1 1 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

97.16% 99.28% 98.55% ―

事   業

担当課

事業コード

5 1 1 2 2 - 0 0 2

5 1 1 2 2 - 0 0 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

96.3% 96.9% 96.3% ―

　　

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

３種類 ４種類 ５種類 拡充

保険収納課

保険収納課

4) 国民年金制度の啓発活動

現状維持

新たな保険料滞納者の発生を防ぐため、納税課及び保育幼稚園課と合
同でコールセンターを設置し、納期を過ぎても納付のない納め忘れに対
し自主納付の呼びかけ等を行います。

保険料の納付を促進するため、滞納整理支援システムを活用した納付
相談、また、コンビニエンスストアでの収納や従来の口座振替に加えマル
チペイメントネットワークを導入した口座振替により、納付者の収納機会
を拡充し利便性を向上させます。

2) 後期高齢者医療制度の適正運用

保険料収納推進事業

現状維持3,029

83,398

達成度を測る指標

3,072

（当初）31年度

達成度を測る指標

1) 国民健康保険制度の適正運用

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

国民健康保険コールセ
ンター運営事業

保険収納課

3) 介護保険制度の適正運用

達成度を測る指標

9,190

後期高齢者医療保険
コールセンター運営事業

介護保険料収納率（くすのき広域連合）

322

後期高齢者医療保険料収納率

保険収納課

達成度を測る指標

78,304

(2) 社会保障制度の適正な運営

（当初）31年度

国民健康保険料収納率

7,773
保険料の納付を促進するため、口座振替やコンビニエンスストアでの収
納を可能とし、納付者の収納機会を拡充し利便性を向上させます。

新たな保険料滞納者の発生を防ぐため、納税課及び保育幼稚園課と合
同でコールセンターを設置し、納期を過ぎても納付のない納め忘れに対
し自主納付の呼びかけ等を行います。

324

後期高齢者医療保険料
収納推進事業

現状維持

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

現状維持

年金制度啓発活動媒体数
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.56／５段階評価 2.61 2.70 3.50

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 1 1 － 0 0 1

5 1 2 1 1 － 0 0 2

5 1 2 1 1 － 0 0 3

5 1 2 1 1 － 0 0 9

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

459件 390件 365件 650件

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 1 2 － 0 0 1

5 1 2 1 2 － 0 0 2

高齢福祉課

1) 高齢者福祉推進体制の充実

2) 家庭で安心して暮らせる支援体制の充実

長寿祝金贈与事業

高齢者世帯への緊急通報装置貸与件数

56

936

高齢福祉課

高齢者虐待防止事業

1,553

高齢者が生きがいを持ち、いきいきと暮らせる環境ができていること（市民の評価点）

(1) 高齢者福祉の充実

高齢福祉課

24,773

50

（当初）31年度

現状維持

現状維持

481

143

達成度を測る指標

高齢福祉課

高齢者日常生活用具給
付事業

高齢福祉課
現状維持

在日外国人高齢者等特
別給付金給付事業

29,243

361

縮小改善

現状維持
高齢福祉課

老人福祉センター等運
営管理事業

【取組の方向】

　高齢者や障がいのある人、生活に困っている人など、みんなが安心して暮らすことができるよう、福祉サービスを充実するととも

に、生活に困っている人への生活自立を支援するなど、みんなで困っている人を助け合い、自立を支援する環境をつくります。

（当初）31年度

長寿を祝うとともに、高齢者に対する感謝の気持ちを表すため、敬老会
の開催を行います。

長寿の祝福として、祝金の贈与を行います。

高齢者の余暇活動や交流促進するための拠点として、老人福祉セン
ター、高齢者ふれあいセンター、地域高齢者交流サロンの運営を行いま
す。

高齢者虐待の防止、早期発見による被害拡大を防ぐため、高齢者虐待
防止のネットワークを構築し、被虐待者の適切な処遇や養護する人への
支援の充実を図ります。

老齢年金の対象外となった在日外国人高齢者の福祉の増進を図るた
め、特別給付金の支給を行います。

高齢者の日常生活の不安の解消及び福祉の増進を図るため、火災報知
器等の生活用具の給付を行います。

２　困っている人を助け、自立を支援する環境をつくります

【施策の体系】

敬老会事業

60

事業の実施方針
（当初）30年度

340

達成度を測る指標

手法改善576

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

高齢者福祉推進体制の充実

家庭で安心して暮らせる支援体制の充実

介護保険サービスの充実

社会参加の促進

 障がい者（児）福祉推進体制の充実

早期発見・療育体制の充実

在宅福祉サービスの充実

社会参加の促進

生活保護の適正化

生活自立への支援
生活保障と自立支援対策

困っている人を助け、自立を支援する
環境をつくります

高齢者福祉の充実

障がい者（児）福祉の充実

－51－



事   業

担当課

事業コード

5 1 2 1 2 － 0 0 3

5 1 2 1 2 － 0 0 4

5 1 2 1 2 － 0 0 5

5 1 2 1 2 － 0 0 7

5 1 2 1 2 － 0 0 9

5 1 2 1 2 － 0 1 0

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

1,938件  4,300件 10,064件 6,767件

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 1 3 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

1,125人 1,651人 1,800人 1,920人

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 1 4 － 0 0 1

5 1 2 1 4 － 0 0 2

事業の実施方針
（当初）30年度 （当初）31年度

高齢者の見守りネット
ワーク事業 企業・団体等と協力し、通常業務に支障が出ない範囲で見守り活動を行

い、支援の必要な高齢者を早期発見し支援につなげます。
― 69 ―

高齢福祉課

終活支援事業 一人暮らしの高齢者等に対する終活支援として、生前契約を受ける葬儀
者の情報等の提供など、終活課題についての相談窓口を設けるととも
に、それらの情報を市で登録管理し、万一の時に病院や警察等、また本
人が指定した方に情報を開示し、本人の遺志の実現を支援します。

緊急通報装置貸与事業

6,020

事業概要

予算

―
高齢福祉課

現状維持7,470

現状維持

シルバーハウジング生
活援助員派遣事業

5,133

3) 介護保険サービスの充実

現状維持

高齢者福祉電話貸与・
補助事業

5,326

達成度を測る指標

シルバー人材センター登録者数

高齢福祉課

26,800
産業振興課

老人クラブ連合会補助
事業

25,116

高齢福祉課

高齢福祉課

街かどデイハウス運営
事業

2,970

地域包括支援センターにおける高齢者の年間総合相談件数

― 0

達成度を測る指標

介護保険サービス実施
事業

1,882,006

シルバー人材センター補
助事業

7,500

高齢福祉課

3,259

高齢福祉課
現状維持

1,788,809 現状維持

（当初）31年度

高齢者の安否確認等のため、電話機の貸与及び基本使用料に対する補
助を行います。

緊急時における高齢者等の安否状況等の確保体制を図るため、緊急通
報装置の貸与を行います。

ふれあいシルバーハウジング入居者の緊急時の対応、日常生活の支援
を図るため、援助員の派遣を行います。

高齢者の介護予防及び社会参加の促進を図るため、街かどデイハウス
の運営を行います。

高齢者等が住み慣れたまちで介護が必要になっても、人間として尊厳を
持ち自立した生活ができるよう介護保険サービスを提供します。

高齢者の社会参加の促進、また、健康の増進を図るため、老人クラブ連
合会が行う交流事業・教養講座等に対して、補助金を交付します。

高齢者の雇用・社会参加の促進を図るため、拠点となるシルバー人材セ
ンターの運営・事業に対して、補助金を交付します。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

現状維持

6,659

3,265

現状維持2,954

4) 社会参加の促進

（当初）31年度

高齢福祉課

－52－



20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.54／５段階評価 2.63 2.68 3.50

事   業

担当課

事業コード

2 1 1 1 1 － 0 1 5

5 1 2 2 1 － 0 0 1

5 1 2 2 1 － 0 0 2

5 1 2 2 1 － 0 0 4

5 1 2 2 1 － 0 0 6

5 1 2 2 1 － 0 0 7

5 1 2 2 1 － 0 0 8

5 1 2 2 1 － 0 1 0

5 1 2 2 1 － 0 1 1

5 1 2 2 1 － 0 1 2

5 1 2 2 1 － 0 1 4

障がい者が自立しながら安心して暮らせる環境ができていること（市民の評価点）

現状維持

こども発達支援センター

720

外国人障がい福祉金支
給事業

◆幼児教育・保育・療育
の無償化事業

保育幼稚園課
こども発達支援センター
障がい福祉課

175,831

自殺防止対策事業

障がい者（児）歯科診療
事業

重度障がい者医療費助
成事業

5,219

健康増進課

障がい福祉課

8,451

障がい福祉課

障がい者虐待防止事業

難聴児特別補聴器購入
費助成事業

296

障がい福祉課

271

149

小児慢性特定疾病児童
等日常生活用具給付事
業

障がい福祉課

障がい福祉課

現状維持223

障がい福祉課

障がい者基幹相談支援
センター運営事業

8,165

（当初）31年度

237,921

720

現状維持

297,578

1,001

障がい福祉課

◆こども発達支援セン
ター運営事業

86,376

1,114

拡大改善

現状維持

現状維持

151,253

公私立保育所、幼稚園、認定こども園及びこども発達支援センター等を
利用する門真市在住の５歳児、４歳児及び３歳児について、利用者負担
額を無償化します。また、公私立保育所、認定こども園を利用する門真
市在住の２号認定児童について、副食費を無償化します。

知的・精神・肢体に障がいのある児童の支援拠点として、障がいのある
就学前児童に療育・機能訓練を実施するとともに、３歳～10歳の発達障
がい（疑いを含む）児への個別療育や、０歳～18歳で保育所・幼稚園・小
学校等に通う心身の発達に課題のある児童を対象にした訪問支援、子
どもの成長・発達に悩みや不安を抱える保護者を対象とした発達相談支
援を実施します。

事業概要

現状維持

現状維持

現状維持75,602

外国人の障がい者福祉の向上を図るため、国民年金法の障害基礎年金
等の支給を受けられない外国人障がい者に対し、福祉金を支給します。

保健福祉センター内の障害者福祉センターにおいて、日常生活上で介護
を要する障がい者（児）に対し、生活介護、放課後等デイサービスといっ
た障がい福祉サービスを提供し、障がい者（児）の福祉の向上及びその
介護者の負担軽減を図るとともに、施設供与等を行う業務を実施します。

重度の障がい者（児）に対し医療費の一部を助成することにより、障がい
者（児）の健康の保持及び福祉の増進を図ります。

地域の診療所では対応が困難な障がい者（児）に対する歯科診療機会
を確保し、障がい者（児）の福祉の向上を図ります。

平成31年３月に策定された「門真市自殺対策計画」に沿って、効果的に
自殺対策の施策を展開し推進していきます。

言語及び生活適応訓練を促進するため、身体障がい者手帳交付に該当
しない聴力レベルの難聴児に対して、補聴器の購入基準額の3分の2を
助成します。（市民税所得割額46万円未満の世帯等）

障がい者虐待の防止、早期発見による被害拡大の防止を図るため、「障
がい者虐待防止センター」の機能を有する相談窓口を設置し、支援体制
の充実及び関係機関等との連携を図ります。

障がい者（児）を対象とした相談支援の中核的拠点として、基幹相談支援
センターを設置し、総合的かつ専門的な相談事務や権利擁護のための
必要な援助等を実施します。

達成度を測る指標

本人もしくは家族の負担の軽減を図るため、小児慢性特定疾病児等が
必要とする用具を給付し、その用具の購入費用の一部を助成します。

1) 障がい者（児）福祉推進体制の充実

272

現状維持

8,5978,596

99

186

障がい者福祉センター運
営事業

障がい福祉課

(2) 障がい者（児）福祉の充実

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

現状維持
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 42人 57人 60人

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 2 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 34施設 35施設 23施設

新設 17施設 16施設 ９施設

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 2 3 － 0 0 2

5 1 2 2 3 － 0 0 3

5 1 2 2 3 － 0 0 4

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

288人 324人 415人 433人

1,000900

HANAくらぶ（保護者同士の交流会）の参加者数

2) 早期発見・療育体制の充実

重度障がい者が住み慣れた地域で自立し、安心して健康な生活が営ま
れるよう、住宅を障がいの状況に応じて、安全かつ利便性に優れたもの
に改造を行う場合、その世帯に対し改造費用を助成します。

障がい者を総合的に支援するため、相談支援、意思疎通支援（手話通
訳）、日中一時支援、移動支援、日常生活用具給付、成年後見制度利
用、団体活動に関する支援等を実施します。

重度の身体障がい者の緊急時の連絡体制を確保するため、緊急通報装
置を貸与します。

移動支援事業年間利用者数

4) 社会参加の促進

障がい福祉課

市内障がい者通所施設数

75,602

達成度を測る指標

158,415

（当初）31年度

158,365 現状維持

現状維持

重度障がい者等住宅改
造助成事業

こども発達支援センター
現状維持

現状維持

障がい福祉課

地域生活支援事業

60

身体障がい者等緊急通
報装置貸与事業

障がい福祉課

達成度を測る指標

市内障がい児通所施設数

3) 在宅福祉サービスの充実

76

達成度を測る指標

◆こども発達支援セン
ター運営事業

86,376

（当初）31年度

事業の実施方針
（当初）30年度

知的・精神・肢体に障がいのある児童の支援拠点として、障がいのある
就学前児童に療育・機能訓練を実施するとともに、３歳～10歳の発達障
がい（疑いを含む）児への個別療育や、０歳～18歳で保育所・幼稚園・小
学校等に通う心身の発達に課題のある児童を対象にした訪問支援、子
どもの成長・発達に悩みや不安を抱える保護者を対象とした発達相談支
援を実施します。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

18% 19% 19% 24%

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 3 1 - 0 0 1

5 1 2 3 1 - 0 0 2

5 1 2 3 1 - 0 0 4

5 1 2 3 1 - 0 0 5

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

６事業
（平成21年度）

９事業 ９事業 13事業

事   業

担当課

事業コード

5 1 2 3 2 － 0 0 1

5 1 2 3 2 － 0 0 3

5 1 2 3 2 － 0 0 4

5 1 2 3 2 － 0 0 5

5 1 2 3 2 - 0 0 7

5 1 2 3 2 - 0 0 8

5 1 2 3 2 - 0 0 9

福祉政策課
8,4638,386

4,397

現状維持

福祉政策課
8,428

福祉政策課

1,638

現状維持

現状維持

現状維持

保護総務課・保護課

現状維持

現状維持

29,173

8,496

生活困窮者自立支援事
業

保護総務課・保護課

就労支援等事業

現状維持

子どもの健全育成事業

9,863

38,913

（当初）31年度

393

38,556

（当初）30年度

予算

現状維持

1) 生活保護の適正化

生活保護給付事業

2) 生活自立への支援

達成度を測る指標

生活困窮者のための相談事業数

10,770,118

11,396

388

予算

事業の実施方針

保護総務課・保護課

達成度を測る指標

現状維持保護総務課・保護課

(3) 生活保障と自立支援対策

生活保護受給世帯のうち就労している世帯の割合

1,803

11,240

保護総務課・保護課 1,721

11,170,798

債権管理適正化事業

1,565

福祉政策課

扶養義務調査充実事業

（当初）31年度

適正化推進事業

保護総務課・保護課
生活に困窮するすべての国民に対し、最低限度の生活を保障し自立を
助長するため、困窮の程度に応じ必要な保護を行います。

生活保護制度の厳正な運用を図るため、市民からの情報提供を積極的
に活用するとともに、自立阻害要因の解消・不正受給の把握等を実施す
る適正化推進員を配置します。

重点扶養能力調査者対象者をはじめ扶養義務の履行を徹底するため、
扶養義務調査員を配置します。

未収金の回収、不納欠損の抑制を図るため、督促状や催促状を発送し、
債権管理システムを活用した債権管理を徹底する体制整備を行います。

一時的に日常の生計を維持することが困難となった援護を必要とする人
に対し、日常最低生活の維持に必要な資金の貸付けを行います。

働くことができる生活保護受給者に対する就労を促進するため、専門員
による就労相談や職業紹介・就職活動・離職防止までの総合的な支援を
行います。

子どもの育成支援・就労支援・福祉等に関する専門的知識及び経験を有
する専門員を配置して、子どもの健全育成・就労等に関する支援及び指
導を実施し、母子世帯等の生活環境の改善・自立助長の促進を図りま
す。

生活保護受給者の健康を保持し、医療費の適正化を図るため、日常生
活の健康管理等が困難な生活保護受給者に対し健康指導や相談を行
います。

認知症高齢者、知的障がい者及び精神障がい者等の判断能力が十分
でない生活保護受給者が、地域において安定した日常生活を営めるよ
う、訪問等による生活課題改善への支援を行います。

事業概要

金銭面での不安等に関して広く相談を受け付けるとともに、相談者が抱
える課題や本人の希望を十分に確認した上で、一人ひとりに合わせた自
立支援計画を策定して必要な支援をコーディネートし、それらの効果を評
価・確認しながら、本人に寄り添った伴走型の支援で自立までを支えま
す。

生活困窮者自立相談支援事業の対象者のうち、就労を希望しているが
自力の就職活動のみでは早期の就職が難しいと思われる方に対し、日
常・社会的自立から就労までを一貫して支援し、早期就職にむけ、カウン
セリング、ボランティア参加や中間的就労のサポートから就職先のあっせ
んまでを含む、手厚い就労支援を行います。

事業概要

生活困窮者就労準備支
援事業

4,473 現状維持

事業の実施方針
（当初）30年度

援護資金貸付事業

健康管理支援事業

保護総務課・保護課

生活保護受給者権利擁
護支援事業

現状維持9,714

29,035
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.68／５段階評価 2.77 2.78 3.50

事   業

担当課

事業コード

5 2 1 1 1 － 0 0 1

5 2 1 1 1 － 0 0 5

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.92／５段階評価 3.03 3.08 4.00

1,057人
（平成21年７月）

908人 809人 1,318人

新設 84.2% 83.3% 80%

新設 38.3% 33.3% 40%

事   業

担当課

事業コード

5 2 1 1 2 － 0 0 1

「歩こうよ・歩こうね」運動
推進事業

健康増進課 現状維持

（当初）31年度

1,075

「歩こうよ・歩こうね」運動登録者数

2) 健康づくり活動の推進

【取組の方向】

　「門真市健康増進計画・食育推進計画」に基づき、市民みんなの健康づくりとともに、保健サービスの充実など総合的な健康づ

くり活動を進め、みんなの健やかな心と体を育む環境をつくります。

高齢者の健康づくり推進
事業 高齢者の健康づくりに関連する企業・団体等と協力し、健康に関するイベ

ント（例：健康測定会）、スポーツ活動や運動の機会の提供、イベント等に
おける健康意識の啓発等を公民協働で行います。

― 30 ―高齢福祉課

達成度を測る指標

1,108

【施策の体系】

現状維持

朝食を毎日食べている人の割合

第２節　みんなの健やかな心と体を育む健康のまちをつくります

1) 健康づくり推進体制の充実

健康診査・各種検診などが充実し、利用しやすいこと（市民の評価点）

（当初）31年度

113,424

週２回以上運動する人の割合

１　健康な体を育む環境をつくります

(1) 生涯を通じた健康づくり

市民の保健・医療・福祉分野の拠点施設として保健福祉センター建物の
管理・運営を行います。

高齢者に運動習慣を身につけてもらい、健康の保持・増進を図るため、
老人クラブ連合会との共催により「歩こうよ・歩こうね」運動を行います。高齢福祉課

市民が健康づくりに取り組める環境ができていること（市民の評価点）

達成度を測る指標

保健福祉センター運営
事業

88,302

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

健康づくり推進体制の充実

健康づくり活動の推進

保健サービスの充実

健康教育・相談の充実

健康な体を育む環境をつくります

生涯を通じた健康づくり

保健活動の推進
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

10% 7.3% 7.3% 17%

事   業

担当課

事業コード

5 2 1 2 1 － 0 0 3

5 2 1 2 1 － 0 0 4

5 2 1 2 1 － 0 0 5

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

800人 556人 655人 800人

事   業

担当課

事業コード

5 2 1 2 2 － 0 0 1

健診・各種がん検診等事
業

（当初）31年度

113

(2) 保健活動の推進

現状維持

健康教育年間のべ参加者数（40歳～64歳対象）

2) 健康教育・相談の充実

達成度を測る指標

123,781

達成度を測る指標

1) 保健サービスの充実

健康増進課

衛生関係事業

失語症リハビリテーショ
ン事業

大腸がん検診受診率

健康増進課
1,689

127,231

現状維持

健康増進課
113

健康増進課

現状維持

健康教室・相談事業

434 413

失語症者等に対して、社会参加やコミュニケーション能力及び心身機能
の向上を図るため、教室や訪問指導を行います。

市民の健康の保持・増進を図るため、一般健康診査・障がい者健康診
査・骨粗鬆症検診・成人歯科健康診査・Ｃ型肝炎ウイルス検査・結核検
診を実施しています。また、胃がん検診、肺がん検診、乳がん検診、子宮
がん検診、大腸がん検診などの各種がん検診を実施します。加えて、が
ん検診の受診率を向上させるため、国の施策を踏まえ、特定の対象の方
に無料クーポン券等を交付するとともに、がん検診における府の重点対
象者に対して個別通知を実施します。

市民への公衆衛生意識の普及や献血に対する理解の向上を図るととも
に、市内で活動を行う門真市献血推進協議会への補助を行うことで、更
なる普及啓発を図ります。

市民の健康の保持・増進を図るため、健康手帳の交付、健康教育、健康
相談、訪問指導等を行います。

（当初）31年度

1,699

現状維持

（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

25.3% 31.6% 31.0% 60%

8.4% 10.4% 9.6% 60%

基準年 21.2％減少 21.0%減少 25%減少

事   業

担当課

事業コード

5 2 2 1 1 － 0 0 1

5 2 2 1 1 － 0 0 2

5 2 2 1 1 － 0 0 3

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

89% 95.0% 95.0% 95%

事   業

担当課

事業コード

5 2 2 1 2 － 0 0 1

286,115

健康保険課 現状維持

特定保健指導事業

達成度を測る指標

現状維持

国民健康保険糖尿病性
腎症重症化予防事業

特定健診結果及びレセプトデータから、糖尿病重症化のリスクが高い医
療機関未受診者や受診中断者である被保険者を抽出し、医療機関への
受診につなげることで、糖尿病重症化に伴う医療費増を抑制するとともに
被保険者の健康寿命の延伸を図る。本事業は、市と門真市医師会が連
携を図り、実施します。

― 1,284 ―健康保険課

メタボリック症候群の該当者・予備群の減少率

【施策の体系】

1) 生活習慣病の予防対策

健康増進課

（当初）31年度

84,497

麻しんの予防接種率（１期）

（当初）31年度（当初）30年度

【取組の方向】

　生活習慣病や感染症予防などの対策を充実するなど、病気の予防活動を進めるとともに、地域の医療施設との連携強化や救

急医療・休日診療体制の充実など地域医療環境を充実し、病気になっても安心できる医療環境をつくります。

特定健康診査受診率

(1) 病気の予防対策の充実

7,753 12,225

達成度を測る指標

現状維持

300,195

予防接種事業

健康保険課

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

予算

特定保健指導実施率

2) 感染症の予防対策

91,738

事業の実施方針

生活習慣病の予防を図るため、特定健康診査の結果により、メタボリック
シンドロームに該当し生活習慣改善の必要のある人に対して、動機付け
支援や積極的支援を行います。また、特定健診の結果から、特定保健指
導に該当した人のなかで、特定保健指導未利用の人に対し、利用勧奨を
行うことにより、特定保健指導の実施率の向上を図るとともに、対象者の
生活習慣の改善を図ります。

内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣病予防のための保健指導を必要と
する人を抽出することを目的として、健診を実施します。

感染症のまん延を防止するため、接種勧奨を行うとともに予防接種法に
よる各種予防接種を集団や個別において実施します。

事業概要

事業概要

２　安心できる予防と医療の環境をつくります

特定健診事業

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

生活習慣病の予防対策

感染症の予防対策

地域医療との連携強化

救急医療・休日診療体制の充実

安心できる予防と医療の環境をつくりま
す

地域医療環境の充実

病気の予防対策の充実
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.74／５段階評価 2.87 2.95 3.50

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.69／５段階評価 2.80 2.83 3.50

事   業

担当課

事業コード

5 2 2 2 2 - 0 0 1

5 2 2 2 2 － 0 0 2

5 2 2 2 2 － 0 0 3

(2) 地域医療環境の充実

医療施設が整備され、医療サービスがいつでも利用しやすい環境ができていること（市民
の評価点）

達成度を測る指標

現状維持

現状維持

健康増進課

8,572

（当初）31年度

健康増進課
00

1) 地域医療との連携強化

◆救急医療協議会事業

2) 救急医療・休日診療体制の充実

救急医療体制ができていること（市民の評価点）

達成度を測る指標

保健福祉センター診療
所運営事業

健康増進課

夜間の小児急病患者の受診機会を確保するため、北河内夜間救急セン
ターを通じた夜間における救急診療を行います。また、二次救急医療機
関が適切に運営されるよう関係機関との連携に努めます。

休日等における急病患者の受診機会を確保するため、保健福祉セン
ター内診療所において診療を行います。

高齢者等の対象者の緊急時の連絡先やかかりつけ医の情報などを保管
した救急医療情報キットを配付し、救急搬送時に活用されるよう普及を図
ります。

54,980

8,602

救急医療情報キット配付
事業

現状維持56,920

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

3.01／５段階評価 3.12 3.10 4.00

0.378ｔ 0.353t 0.360t 0.337ｔ

事   業

担当課

事業コード

6 1 1 1 1 － 0 0 3

6 1 1 1 1 － 0 0 6

6 1 1 1 1 － 0 0 8

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

7,000人 9,054人 7,500人 9,100人

事   業

担当課

事業コード

6 1 1 1 2 － 0 0 1

6 1 1 1 2 － 0 0 2

（当初）31年度

リサイクルプラザ運営・
管理事業

478

環境学習推進事業

現状維持
環境政策課

クリーンセンター施設課
現状維持

【施策の体系】

再生資源集団回収奨励
金交付事業

8,923

◆リサイクルプラザ施設
運転維持管理事業

397,581

（当初）31年度

326,573

現状維持

環境政策課

本市のリサイクルシステムを脅かす資源物持ち去り行為を取り締まるた
めに、警備会社等によるパトロールを行います。また、同行為が本市のリ
サイクルシステムを脅かす行為であることの啓発を行います。

廃棄物のリサイクルその他環境負荷の低減に関する活動等を支援する
ため、リサイクルプラザ利用者の利便性や安全確保のための運営を実
施します。

環境政策課

現状維持

8,397 8,240

１　物を大切にする循環型社会や地球にやさしい低炭素社会をつくります

第１節　人や環境にやさしい美しいまちをつくります

門真市域の１人当たりごみの年間排出量

(1) 環境保全対策

第６章　環境と調和し、産業が栄える活力のあるまち

環境政策課

達成度を測る指標

ごみの減量や省エネルギー対策、リサイクルの取組が行われていること（市民の評価点）

1) 循環型社会の形成

資源ごみのリサイクルを促進するため、古紙等再生資源の集団回収を
行う団体に対して奨励金を交付します。

様々なごみの中から、資源を回収し再資源化を進めるため、リサイクル
施設の安定稼動を行います。
また、リサイクルプラザ外壁剥離の危険性診断調査を実施し、外壁改修
計画を作成します。

8,581

【取組の方向】

　市民に環境美化を呼びかけ、美しいまちづくり活動を促進するなど、環境美化活動を進めます。

　また、市民と市役所が協働し、環境の保全及び創造に関する施策を、総合的かつ計画的に推進し、より良い環境を次の世代に

継承していきます。

3,105

リサイクル施設の年間来館者数

達成度を測る指標

496

資源物持去り対策事業

2,949

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

現状維持

環境問題とリサイクルに対する意識を啓発するため、小学生を対象にし
た施設見学やリサイクル工房での体験学習等を行います。
また、子どもだけでなく大人を含めた「市民」を対象として講座などを開催
し、環境について考える機会を作ります。

2) 環境教育の充実

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

循環型社会の形成

環境教育の充実

環境保護活動の充実

公害対策の充実

環境美化意識の高揚

美しいまちづくり活動の促進

環境保全対策

環境美化活動の充実

物を大切にする循環型社会や地球に
やさしい低炭素社会をつくります
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

24,081ｔ 17,869t 18,188ｔ 22,260ｔ

事   業

担当課

事業コード

6 1 1 1 3 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

100% 100% 100% 100%

事   業

担当課

事業コード

6 1 1 1 4 － 0 0 1

6 1 1 1 4 - 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新規 5,873人 5,267人 10,000人

事   業

担当課

事業コード

6 1 1 2 1 － 0 0 1

6 1 1 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

25団体 110団体 110団体 120団体

事   業

担当課

事業コード

6 1 1 2 2 － 0 0 1

6 1 1 2 2 － 0 0 2

6,061

3) 環境保護活動の充実

第二京阪道路沿道の環境状況を把握するため、環境監視局において、
大気汚染･騒音に関する調査を行います。

（当初）31年度

（当初）31年度

(2) 環境美化活動の充実

環境政策課

衛生環境の保全を図るため、薬剤散布、殺そ剤の配布等を行います。

市民の快適な生活環境を維持するため、鳥獣及び動物愛護に関する事
務を行います。地域猫活動を行っている登録団体に対し、不妊去勢手術
費の一部を補助することにより地域猫活動を推進します。

現状維持環境対策課

260

2,7852,998

現状維持

14,923

門真市美化推進の日を中心とした一定期間の清掃活動の参加者数

環境対策課

70

動物愛護管理対策事業

達成度を測る指標

211

（当初）31年度

法律、大阪府条例等に基づき、公害に関する調査や届出等の受理、事
業者に対する指導を行います。

6,380

防疫事業

2) 美しいまちづくり活動の促進

環境対策課

地域清掃活動の登録団体数

環境政策課

63

現状維持

1) 環境美化意識の高揚

達成度を測る指標

14,303

公害対策事業

4) 公害対策の充実

8,152 7,298

苦情の年度内解決率（公害等調整委員会への報告分）

達成度を測る指標

環境政策課

地球環境保全事業

第二京阪道路環境監視
事業

現状維持

現状維持

現状維持

達成度を測る指標

環境美化推進事業

（当初）31年度

環境対策課

路上喫煙防止対策事業

41 0 現状維持

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

市、市民及び事業者が協働して美しいまちづくりを推進するため、「門真
市美しいまちづくり推進協議会」による市内統一清掃を実施するととも
に、市民の清掃活動支援等を行います。

路上喫煙防止対策を行うことにより、たばこの吸い殻等のポイ捨て及び
受動喫煙を防止します。

「地球温暖化対策の推進に関する法律」(温対法）や「エネルギーの使用
の合理化に関する法律」（省エネ法）に基づき、市役所における地球温暖
化対策実行計画（門真市エコオフィス推進計画）や市役所関連施設の省
エネ活動を推進します。

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業概要

事業の実施方針
（当初）30年度

温室効果ガスの排出量（二酸化炭素換算）
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.37／５段階評価 2.55 2.60 3.50

事   業

担当課

事業コード

6 1 2 1 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

０箇所 ０箇所 ０箇所 ３箇所

事   業

担当課

事業コード

6 1 2 1 2 － 0 0 1

20,000

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

美しいまちなみであること（市民の評価点）

(1) うるおいづくり

1) 自然・歴史的景観の保全

374 現状維持土木課

保存樹等助成事業

298

【施策の体系】

達成度を測る指標

2) 親水空間などの整備

◆親水空間整備事業

土木課 現状維持

達成度を測る指標

（当初）31年度

【取組の方向】

　水辺における親水空間の整備や緑化などによりまちのうるおいづくりを進めるとともに、市民が憩い、集う公園や緑地とまちな

みを結ぶ緑のネットワークの形成に努め、緑あふれる美しいまちをつくります。

（当初）31年度

親水空間などの整備箇所数

２　緑あふれる美しいまちをつくります

事業概要

本市に存在する、保存樹林・保存樹の保全に努めるため、枝葉の剪定等
にかかる一部の費用を助成します。

水路を利用した親水空間の整備を推進します。 143,590

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

自然・歴史的景観の保全

親水空間などの整備

公園の整備

緑のネットワークの充実

うるおいづくり

公園・緑地ネットワークの充実

緑あふれる美しいまちをつくります
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1) 公園の整備

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.49／５段階評価 2.68 2.66 3.50

15.6ha 16.3ha 16.7ha 18.5ha

事   業

担当課

事業コード

6 1 2 2 1 － 0 0 1

6 1 2 2 1 － 0 0 2

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 18,326㎡ 20,751㎡ 15,000㎡

事   業

担当課

事業コード

6 1 2 2 2 － 0 0 1

公園維持管理事業

土木課 62,084 63,228

2) 緑のネットワークの充実

達成度を測る指標

門真市が管理する公園・広場・緑地の面積

身近に公園や緑地が整備されていること（市民の評価点）

(2) 公園・緑地ネットワークの充実

（当初）31年度

手法改善

公園整備事業

土木課

（当初）31年度

28,492

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

土木課

緑化推進事業

28,259 現状維持

事業概要

0 現状維持

達成度を測る指標

「門真市緑化に関する指導要綱」に基づき緑化された面積

0

市内公園等の遊具等が安全に利用することができるよう、適切に点検維
持管理を行います。

「門真市緑の基本計画」に基づき、市民に身近で親しまれ、オープンス
ペースとしても活用でき、緑化の推進にも資する都市公園の整備を進め
ます。

市内の緑化を推進するため、希望する団体等に対する種苗の提供や民
間事業者に対する緑化指導及び既存の街路樹等の適正管理を行いま
す。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

０件 51件 53件 20件

未開設 開設 開設 充実

新設 ３件 3件 ６件

事   業

担当課

事業コード

6 2 1 1 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 １件 １件 ５件

事   業

担当課

事業コード

6 2 1 1 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

新設 ３件 38件 13件

事   業

担当課

事業コード

6 2 1 2 2 － 0 0 5

2,950

◆守口門真商工会議所
事業補助事業

3) ベンチャービジネスの育成支援

23,261

達成度を測る指標

現状維持

1) 新たな産業の育成と雇用の創出

予算

事業の実施方針

第２節　いきいきとしたまちを育む産業をつくります

１　産業を元気にする環境をつくります

本市ホームページへの市内企業サイトの開設

達成度を測る指標

ものづくり企業立地促進制度の利用件数

事業概要

企業連携に伴う新規事業の創出数

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

23,509

（当初）31年度

現状維持
市内中小企業の多様化する経営課題に対し、専門知識をもつアドバイ
ザーが対応し解決します。

【取組の方向】

　多様なビジネスの育成や産学官連携によるものづくりの促進などにより新たな産業を創出するとともに、商業・工業・農業の振

興の支援など既存産業を活性化する環境を育み、産業を元気にする環境をつくります。

【施策の体系】

（当初）31年度

(1) 多様なビジネスの育成

産業振興課
20,661

（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

市内にものづくり企業を誘致（立地）するために、一定の優遇措置を行
い、市内経済の活性化及び市内雇用の促進を図ります。

本市商工業の振興及び発展に寄与する、商工会議所が実施する事業に
対して、補助金を交付します。

創業件数

◆中小企業サポートセン
ター運営事業

産業振興課
2,950

産業振興課

産学官交流の連携実績数

達成度を測る指標

2) 産学官連携によるものづくりの促進

（当初）31年度

18,779 現状維持

ものづくり企業立地促進
制度奨励金事業

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

商業の振興

工業の振興

新たな産業の育成と雇用の創出

ベンチャービジネスの育成支援
産業を元気にする環境をつくります

産官学連携によるものづくりの促進多様なビジネスの育成

既存産業を活かした産業活性
化環境の形成

農業の振興
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.57／５段階評価 2.50 2.56 3.50

事   業

担当課

事業コード

6 2 1 2 1 － 0 0 1

6 2 1 1 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

2.70／５段階評価 2.78 2.76 3.50

事   業

担当課

事業コード

6 2 1 2 2 － 0 0 4

6 2 1 2 2 － 0 0 5

6 2 1 2 2 － 0 0 7

6 2 1 1 2 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

２人 ０人 ０人 15人

事   業

担当課

事業コード

6 2 1 2 3 － 0 0 1

6 2 1 2 3 － 0 0 3

産業振興課

◆守口門真商工会議所
事業補助事業

4,502

現状維持

(2) 既存産業を活かした産業活性化環境の形成

2,9502,950

現状維持

商業振興補助事業

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

達成度を測る指標

活発な工業活動ができるような環境になっていること（市民の評価点）

産業振興課

商業の振興・発展を図るため、商店街等が行う商業振興事業に対して、
補助金を交付します。

本市商工業の振興及び発展に寄与する、商工会議所が実施する事業に
対して、補助金を交付します。

4,475産業振興課 現状維持

3) 農業の振興

産業振興課

達成度を測る指標

2,950

◆守口門真商工会議所
事業補助事業

ものづくりネットワーク事
業

（当初）31年度

大阪エコ農産物生産者数

産業振興課

産業振興課

現状維持
工業の活性化を図るため、市内産業（工業）の優れた製品や技術を持つ
企業を認定し、市内外に広く発信します。

2) 工業の振興

（当初）31年度

産業振興課

現状維持
市内中小企業の多様化する経営課題に対し、専門知識をもつアドバイ
ザーが対応し解決します。

市内のものづくり企業とそれらを支援する国・府・市等によるネットワーク
を組織し、企業間交流・受発注の促進を図ります。

本市商工業の振興及び発展に寄与する、商工会議所が実施する事業に
対して、補助金を交付します。

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

23,261

産業振興課

カドマイスターを探せ！
事業

◆中小企業サポートセン
ター運営事業

17,255

4,502

（当初）31年度

1) 商業の振興

商店街の活性化や商業地域の整備がなされていること（市民の評価点）

達成度を測る指標

4,104

1,9341,927 現状維持

23,509

18,005

現状維持2,950

現状維持

農業まつり補助事業

500 500

農業振興事業 市の特産物であるれんこん・くわいの栽培方法の維持、後継者の育成及
び都市農業の振興を図るため、北河内農業協同組合門真地区営農研究
会が行う農業振興事業に対して、補助金を交付します。

市内農業の振興を図るため、門真市農業まつり実行委員会が行う門真
市農業まつりに対して補助を行います。
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20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

１回 ０件 ０件 ５回

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

４回 ０回 １回 ６回

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

3.4% 46.6% 42.9% 15%

事   業

担当課

事業コード

6 2 2 2 1 － 0 0 1

20年度末
（基準年）

29年度末
（実績）

30年度末
（見込み）

31年度末
（目標）

５回 ０回 ３回 ７回

事   業

担当課

事業コード

6 2 2 2 2 － 0 0 1

6 2 2 2 2 － 0 0 2

女性雇用環境整備補助
事業 女性の雇用及び就労を促進することを目的として、女性が働きやすい職

場環境の整備を行う中小企業に対して一定の補助を行います。
― 5,136 ―

産業振興課

現状維持

現状維持

（当初）31年度

433 432

1) 多様な人材・後継者の育成支援

達成度を測る指標

ものづくり団体による年間出前講座数

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

事業概要

予算

事業の実施方針
（当初）30年度

(1) 産業を支える人づくりの促進

セミナー年間開催回数（市主催・共催・後援含む）

産業振興課

研修会の年間実施回数

産業振興課

1,494

達成度を測る指標

2) 労働環境改善などへの支援

1) 就労の支援

【施策の体系】

２　産業を支える人や働きやすい環境をつくります

（当初）31年度

就労支援事業

勤労対策事業

1,473

就業率（就業者／相談者）

2) 研修機会の充実

(2) 労働環境の向上

達成度を測る指標

達成度を測る指標

【取組の方向】

　多様な人材や後継者の育成を支援するなど産業を支える人づくりを促進するとともに、労働相談や労働教育の充実により就労

支援を促進し、産業を支える人や働きやすい環境をつくります。

働く意欲がありながら就労阻害要因があるため就労できない人のため
に、地域就労支援センターを設置し、相談事業を中心に、就労困難者を
支援します。

中小企業に従事する従業員の福祉の増進、また、企業の労働力の確保
を図り、産業界の振興に寄与するため、門真市雇用開発協会等に対し補
助金等を交付します。

基本施策の方向 基本施策 主な実施施策

多様な人材・後継者の育成支援

研修機会の充実

就労の支援

労働環境改善などへの支援
労働環境の向上

産業を支える人づくりの促進
産業を支える人や働きやすい環境をつ
くります
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